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親子の関係性を希薄化するもの
東北大学　加齢医学研究所
教授　川　島　隆　太

親子の愛着関係が希薄化し、子ども達の「こころ」
が不安定になってきていることを、ひしひしと感じて
いる。その大きな原因は、社会の変化であることは間
違いない。特に ITC の発達によって、スマホやタブレッ
トといった機器が家庭に、それも個々人に深く入り込
んでしまったことが、深刻な悪影響を与えていると考
えている。

ベビーカーをおしている親が、子どもの手を引い
て散歩している親が、わが子の視線や行動には目もく
れず、一心にスマホの画面に見入っている姿、外食の
テーブルを家族で囲んでいるのに、それぞれがスマホ
やゲーム機に夢中になっている姿が、常態化している。
これが、私たちが目指してきた、幸せな理想的な社会
の在り方なのであろうか。私はうすら寒い気持ちに
なってしまう。私たちは、どこかで何かを間違ったと
しか思えない。

子ども達のインターネット利用時間を調査した我が
国のデータでは、2 歳児から 6 歳児の全てで平均 2 時
間前後という、にわかには信じがたい数字が並んでい
る。0 歳児がタブレットの画面をスワイプして操作す
るという話も身近で良く聞いている。子どもがむずか
ると、タブレットを渡してアプリで遊ばせる、同じ部
屋にいても、親子それぞれが別々にインターネット利
用で余暇を楽しむ。それが「普通」の家庭の姿になっ
てしまっている。

私たちは、研究の過程で偶然発見してしまった、子
ども達のインターネットの過剰利用が、子ども達のこ
ころの発達に深刻な悪影響を与えるという科学的エビ
デンスを社会に示し、過剰利用への警告を発してきた。

最初に気がついたのは、仙台市の公立小中学校に
通っている全児童・生徒の学力と生活習慣の調査研究
の結果であった。家庭でのスマホやタブレットを使っ
たインターネット利用時間が 1 時間を超える子ども達
の学力が、全ての教科において、利用時間が長いほど
低下していた。この学力の低下は、睡眠時間の短縮や
家庭学習時間の短縮による影響よりも、インターネッ
ト接続時間の長さの影響が強いこともわかった。衝撃
的だったのは、インターネットを学習目的で利用して
も、利用時間が 1 時間を超えると、成績が低下するこ

とであった。インターネットを使って毎日家庭で 2 時
間以上学習をしている子ども達の学力は、平均以下、
まったく勉強をしない子ども達と大差ないことは驚き
であった。

より深刻なのは、幼児から高校生までの子ども達の、
3 年間の脳発達を、MRI 装置を使って計測した研究で、
毎日インターネットを常用する子ども達の大脳の多く
の領域で脳発達が止まってしまっていたことである。
子ども達の脳にとって、インターネット利用は、猛毒
の作用がある。

もちろん大人にも悪影響はたくさん出ていて、注意
持続時間が極端に低下してしまうこと、自尊心が低く、
不安・抑うつ傾向が高い、共感性や情動制御力が低く
なることなどが証明されている。

これらの研究成果は、社会に大きく広がってはいか
ない。インターネット普及による経済効果を推進する
大きな力、インターネット利用の甘美な味を知ってし
まった社会の、自分に都合の悪いものはあえて見ない
という力には、科学的エビデンスという伝家の宝刀を
振りかざしても無力であることを、こころから悲しく
思っている。インターネットは、大いなる利便性の裏
側に、強い毒性を秘めていることを知らずに、漫然と
使い続けることは悲劇だと思う。インターネットは子
育てにはいらないと固く信じている。

•　　•　　•　　•　　•

プロフィール
川島隆太（かわしま・りゅうた）
昭和 34年生れ。千葉県千葉市出身。
東北大学加齢医学研究所　教授。

昭和 60年東北大学医学部卒業、平成元年東北大学大学院医学研究
科修了、スウェーデン王国カロリンスカ研究所客員研究員、東北大
学加齢医学研究所助手、同講師、東北大学未来科学技術共同研究セ
ンター教授を経て平成 18年より東北大学加齢医学研究所教授。平
成 26年より令和 5年まで東北大学加齢医学研究所所長。
主な受賞として、平成 20年「情報通信月間」総務大臣表彰、平成
21年度科学技術分野の文部科学大臣表彰「科学技術賞」、平成 21
年度井上春成賞。平成 25 年河北文化賞。査読付き英文学術論文
600編以上、著書に「スマホが学力を破壊する」（集英社新書）「本
を読むだけで脳は若返る」（PHP新書）など、400冊以上を出版。



『政策委員長就任について』
政策委員会

委員長　石田　明義

●〜全日私幼連からのご報告〜

このたび、全日本私立幼稚園連合会政策委員会委
員長を拝命いたしました石田明義でございます。旧
年度までは認定こども園委員会副委員長を務めさせ
ていただきました。
政策委員会は、全国の私学助成園や新制度移行園
の政策・振興にかかわる司令塔でもあり、その重責
を感じているところでもあります。
令和 7年を迎え、全国的に少子化傾向に歯止め
がかからない現状から、私学経営はいっそう厳しさ
を増してきております。一方で、相次ぐ国の制度変
更や新規制度の創設など幼稚園・認定こども園を取
り巻く状況はますます複雑化し混迷を深めていま
す。
国へのおもな要望として、昨今の急激な物価上昇
に即した経常費助成補助単価のさらなる充実、幼稚
園教諭の処遇改善費格差是正、公定価格の改善（特
に基本分単価の増額）、特別支援児の補助額の拡充、
無償化額 25,700 円の改善、ICT導入ならびに維持
費補助等を要望しています。
平成 27年度に施行された「子ども子育て支援新
制度」は、本年で 10年目の節目を迎えます。全国
加盟園の約 5千園が新制度へ移行しています。新
制度は我が国の幼保業界の構造に大きな影響をもた
らしたことは言うまでもありませんが、運営内容が
複雑化・多様化し、保護者就労ニーズに軸足を置い
たもので「こどもがまんなか」をかかげる当連合会
が翻弄されてきた感が否めません。しかしながら、
量的拡充を目的とした「新子育て安心プラン」が 3
月で終わり、これからは「質の向上」を謳う新プラ
ンの策定に入りました。
政策委員長として国の子育て会議（子ども子育て
支援等分科会）に 8月から出席していますが（※
私幼時報 2月号に中間まとめ掲載）、各委員から
「保育の質の重要性」「11時間保育無償化の見直し」
等についての言及が目立ちます。当連合会からも、
多様な子どもの成長を見通した質の高い保育、質の
向上を新プランに盛り込むよう要望しています。
これからの新たな国の動向として、次年度から給
付制度として運用が予定されている「こども誰でも
通園制度」は、一時預かりとは一線を画する、こど

もの連続的な成長を目的とした「通園制度」である
ことを認識したうえでの実施が求められています。
給付制度での、時間や料金面の詳細について注視
していきたいと思います。他に、経営の見える化、
処遇改善加算の一本化、日本版DBS の運用、保育
DXの導入などが予定されていますが、政策委員会
として各制度内容を精査し、現場での運用にあたっ
ての課題などを検証しアナウンスしていきたいと思
います。
“教育は国家百年の大計”といいますが、幼児教
育はその礎です。豊かな国づくりは、確かな人づく
りからであり、幼稚園教育は人生の道標（みちしる
べ）を育むことに他なりません。私学の建学の精神
は大きな柱であり、その多様性を保障するのが当連
合会の目的でもあります。
政策とは、我々が希求する理想の幼児教育を実現
させるために必要な振興策を立案・要望していくこ
とが本来の姿であると思います。多様で不確実な社
会の中で、『変わるものと変わらないもの』をしっ
かりと見据え内外に発信し、私学が灯してきた唯一
無二の教育資産を存続させて後世に引き継いでいく
使命があります。これから進む少子化で、私学経営
は厳しい局面に立たされることが予想されますが、
時代に対応したアップデートと、地元自治体行政や
議員連盟との緊密な連携を大切にしていくことが
いっそう求められてきます。
今まで労働政策や保護者ニーズの施策が拡充さ
れ、こどもの成長発達を基盤とした施策は希薄でし
た。依存型から自立型へ転換を図るには、やはり「教
育」のチカラを世にアピールする必要性があります。
それには平成 28年に審議未了のまま据え置かれた
『幼児教育振興法』をブラッシュアップし、『シン・
幼児教育振興法』を制定して幼児教育の意義を世論
に訴えていくことが大切です。（文科省も大規模縦
断調査を実施し幼児教育のエビデンスを可視化しよ
うとしています）
「こどもがまんなか」をパーパス（存在意義）に
かかげる当連合会の政策委員長として、ブレずに主
義主張を貫いて参りたいと思います。皆様方どうぞ
よろしくお願い申し上げます。
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令和７年度 予算案（幼稚園等）の概要について 

 

 

 日頃より、本連合会の諸活動に対しご理解、ご協力いただき誠にありがとうございま

す。本連合会のかねてからの要望活動が実り、このたび、令和７年度予算案が閣議決定

され、幼稚園関係予算案の全体が明らかとなりましたので御報告致します。 

 

１．幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上 ２２億円【令和６年度補正予算額 ４０億円】 

 
 

幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上に向けて、自自治治体体へへのの支支援援、、調調査査研研究究、、教教

育育環環境境のの整整備備等等にによよりり、、全全ててのの子子供供にに対対ししてて  格格差差ななくく質質のの高高いい学学びびをを保保障障すするる。。 

 

◆幼児期及び幼保小接続期の教育の質的向上を支える自治体への支援 ＜５.３億円＞新規 

自治体における幼児教育センター等の幼児教育推進体制等を活用して、架け橋期（５歳

児から小学校１年生までの 2 年間）のカリキュラムの策定や架け橋期のコーディネータ

ーの育成・派遣を行うなど、全国規模で「幼保小の架け橋プログラム」を推進し、幼児期

及び幼保小接続期の教育の質的向上を図る。 

 

 

 

 

◆幼児教育の質の向上に関する調査研究等 ＜３.４億円＞ 

○幼児期の学びを深めていくための調査研究や、幼児教育の「職」の魅力向上・発信のた

めの実証・モデル事業、幼児教育が子供の発達や小学校以降の学習や生活に与える影響に

ついて検証するための大規模な追跡調査等を実施し、幼児教育の質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

◆幼児教育の質を支える教育環境の整備 ＜１３億円＞  

〇ICT 環境整備や施設の耐震化等、幼児教育の質を支える教育環境整備を支援する。 

 

 

 

 

幼幼児児教教育育推推進進体体制制等等をを活活用用ししたた幼幼保保小小のの架架けけ橋橋ププロロググララムム促促進進事事業業  ５５..３３億億円円（（新新規規）） 

①幼児教育の学び強化事業 (新たに幼保小接続による不登校・いじめ対策等に関する調査研究も実施予定) 0.7 億円 

②大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業 1.2 億円 

③幼児教育に関する大規模縦断調査事業 1.1 億円 

④幼児教育の理解・発展推進事業 0.3 億円等 

①教育支援体制整備事業費交付金 8 億円［令和 6 年度補正予算額 17 億円］ 

②私立幼稚園施設整備費補助金 5 億円［令和 6 年度補正予算額 23 億円］ 
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◆幼児教育推進体制等を活用した幼保小の架け橋プログラム促進事業  

＜５億円＞ 新規 

〇幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、家庭や地域の状況

に関わらず、全ての子供が格差なく質の高い学びを享受でき、その後の学びへと接続で

きるよう、幼児期及び幼保小接続期の教育の充実を図ることが重要である。 

〇国においては、この趣旨を実現するため、モデル地域における「幼保小の架け橋プロ

グラム」の実践・成果検証を行ったところ、小学校入学当初の教師の指導方法が変わり、

子供の主体的な姿がより見られるようになってきているなどの成果が上がっている。 

〇一方で、全国的にみると幼保小の接続に関する取組は未だ不十分であり、設置者や施

設類型を問わず、各地域において幼保小の関係者が連携・協働し子供の発達や学びの連

続性を確保したカリキュラムの実施や教育方法の改善などが必要である。 

 

◆幼児教育の学び強化事業 ＜０．７億円＞ 

 幼児期の教育は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものである。幼児教育施

設の有する機能を家庭や地域に提供することにより、未就園児も含め、幼児期にふさわ

しい学びを深めていくことが重要である。そして、幼児教育施設入園後には、幼児教育

が直面している課題解決を図ることにより、幼児が園での活動を通して、学びを深めて

いくことが重要である。  

 

◆大学等を通じたキャリア形成支援による幼児教育の「職」の魅力向上・発信事業  

＜１．２億円＞ 

○幼幼児児期期及及びび幼幼保保小小接接続続期期のの教教育育のの質質的的向向上上のの根根幹幹をを成成すす幼稚園教諭等の人材につい

ては、養成校生の多くが他業種へ就職する、平均勤続年数が少ない、離職者の再就職が

少ないなど、人材の需要の高止まりに供給が追い付いていない。 

○より多くの人材が幼児教育の道を志し、継続的に働き続けられる職場環境の中で体系

的に資質能力を向上させていけるよう、また、幼稚園教諭免許状保有者が円滑に復職で

きるよう、総合的なキャリア形成支援の取組を実施する必要がある。 

 

◆幼児教育に関する大規模縦断調査事業 ＜１.１億円＞ 

○幼児教育の分野においては、長年にわたり、より良い教育を目指した実践等が積み重

ねられてきたが、今後は調査・研究から得られた実証データの分析によるエビデンスに

も基づきながら、政策形成に取り組むことが重要。また、諸外国では、幼児教育の効果

を示した長期追跡調査の研究成果はあるが、各国の教育制度や文化等も異なることか

ら、日本においても、大規模な追跡調査を実施することが必要。 

○本調査では、子供の成長に資する質の高い幼児教育を科学的に明らかにし、今後の幼

児教育の政策形成（幼稚園教育要領の改訂や指導資料の充実等）に資するエビデンスを

得るため、令和６年度における５歳児を対象に５年間の追跡調査を行い、幼児教育が、

子供の発達、小学校以降の学習や生活にどう影響を与えるかについて検証を行う。 

 

◆幼児教育の理解・発展推進事業 ＜０.３億円＞ 

幼稚園教育要領、幼保連携型認定こども園教育・保育要領、保育所保育指針の整合性

が図られており、これらの正しい理解の下、幼児教育施設が一体となって、幼児に対し

て適切な指導が行われることが求められている。 

幼児教育施設を取り巻く現状を踏まえ、研究協議会の開催や指導資料等の作成を行

い、先進的な実践や幼保小の架け橋プログラム等の理解を深める。 
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◆OECD ECEC Network 事業の参加 ＜０．２億円＞ 

○質の高い幼児期の教育の提供を基本理念とする「子ども・子育て支援新制度」の開始、

幼児教育・保育の無償化の実施に加えて、令和２年 9 月の G20 教育大臣会合において質

の高い幼児教育へのアクセスの重要性が宣言されるなど、国国内内外外でで幼幼児児教教育育のの質質にに対対すす

るる関関心心がが高高ままっってていいるるところ。 

○このため、OECD が実施する国際幼児教育・保育従事者調査等に参加し、質の高い幼児

教育を提供するための基礎データの整備に貢献するとともに、これらの事業への参加に

より、国際比較可能な幼児教育・保育施設の活動実態に関するデータや、各国の好事例

など、質質のの高高いい幼幼児児教教育育のの提提供供にに向向けけたた施施策策展展開開ののたためめのの重重要要なな基基礎礎情情報報をを得得るることと

する。 

 

◆教育支援体制整備事業費交付金 ＜８億円＞【令和 6年度補正予算額 17 億円】 

○子子育育てて支支援援のの更更ななるる充充実実とと幼幼児児教教育育のの質質のの向向上上を図るため、認定こども園の設置を支

援するとともに、預かり保育やこども誰でも通園制度の実施も踏まえた幼幼児児のの学学びびにに必必

要要なな環環境境整整備備、保育 DX を推進し教員が幼児と向き合う時間を確保するための IICCTT 環環境境

整整備備等を支援する。 

（1）幼児教育の質の向上のための緊急環境整備 ※ 

    対象校種：幼稚園、幼稚園型認定こども園、幼保連携型認定こども園 

 （2）幼児教育の質の向上のための研修支援 

    対象校種：幼稚園、認定こども園、保育所 

 （3）園務平準化のための業務体制への支援 

    対象校種：幼稚園 

 （4）ICT 環境整備の支援 ※ 

    対象校種：幼稚園、幼稚園型認定こども園、幼保連携型認定こども園 

補助割合 国 1/2 等 

※幼児教育の質の向上のための緊急環境整備の一部及び ICT 環境整備の支援に

ついては令和６年度補正予算に計上 

 

◆私立幼稚園施設整備費補助金 ＜５億円＞【令和 6年度補正予算額 ２３億円】 

○緊急の課題となっている国土強靱化の取組を推進する園舎や外壁等の非構造部材の耐

震対策、子どもの命を守る防犯対策、省エネルギーの推進に向けたエコ改修、バリアフ

リー化等の施設整備に要する経費を支援する。 

（1） 耐震補強工事（2a）防犯対策工事（2b）特別防犯対策工事 

 （3） 新築・増築・改築等工事（4） アスベスト等対策工事（5） 屋外教育環境整備 

 （6） エコ改修工事（7） 内部改修工事（8） バリアフリー化工事 

   

※（1）～（8）の対象校種：私立幼稚園 

  ※補助割合 国 1/3 事業者 2/3 

  ※地震による倒壊等の危険性が高い施設の耐震補強 

   特別防犯対策 国 1/2 事業者 1/2 
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２．私立高等学校等経常費助成費補助金（幼稚園分）２１２億円 

 

◆一般補助 ＜９６億円＞ 

○園児１人あたり単価：２５，５２１円（３７７円増） 

 物価・光熱費・人件費高騰等への対応、私立学校における教育の高度化等に必要な幼

児児童生徒１人当たり単価の増額 

○幼児教育の質の向上のための幼稚園教諭等の人材確保支援 ＜１２億円＞ 新規 

幼稚園教諭等の継続的な賃上げに対する支援を引き続き実施するとともに、幼児教育

の質の向上のための処遇改善を新たに創設し、都道府県が、幼児教育の質の向上のため

に、幼稚園教諭等の人材確保を実施している私立幼稚園に助成を行う場合、国が都道府

県に対してその助成額を補助 

 支援①：教職員を対象とした継続的な賃上げによる処遇改善（補助対象の範囲） 

     継続的な賃上げによる処遇改善に対する都道府県補助の一部（国庫補助のメニュー） 

     国 １／４ 都道府県 １／４ 園 １／２（負担割合） 

     ※従前からの処遇改善（9,000 円又はそれ以上の処遇改善） 

 支援②： ①の実施に加え、教員を対象とした研修による技能の習得を通じたキャリ

アアップやマネジメント力の強化等を目的とした幼児教育の質の向上のため

の処遇改善の実施 

     ※支援②については、支援①を実施している園を対象として、中中核核リリーーダダーー・・

専専門門リリーーダダーー・・若若手手リリーーダダーーととななるる教教員員のの発発令令やや専専修修免免許許状状・・一一種種免免許許状状へへ

のの上上進進に対する処遇改善を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆特別補助 ＜１１５億円＞  

○教育改革推進特別経費（子育て支援推進経費） ＜３８億円＞ 

 ・預かり保育推進事業 

 ・幼稚園の子育て支援活動の推進 

○幼稚園等特別支援教育経費 ＜７７億円＞ 

 都道府県が、特別な支援が必要な幼児が 1 人以上就園している私立の幼稚園等（令和

７年度予算において、1 人受け入れ園の補助対象は８０人未満の園に限定）に特別な助

成を行う場合、国が都道府県に対してその助成額の一部を補助 

 

※上記のほか、「教育の質の向上を図る学校支援経費」において、安全確保の推進等に必

要な経費を要求（１８億円）。 

 

※単位未満四捨五入のため、計が一致しない場合がある。 

〇中核リーダー・専門リーダー          ４４００，，００００００円円（（月月額額）） 

〇若手リーダー                  ５５，，００００００円円（（月月額額）） 

〇専修免許状・一種免許状への上進者        ５５，，００００００円円（（月月額額））  

  

※その他、専修免許状（新規）・一種免許状の取得の促進についても支援 

支援①並びに支援②は、一般補助を増額補正 
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３．特別支援教育の充実 ＜５１億円＞ 

 

加盟園のご支援・ご協力をいただきながら要望活動を行った結果、令和７年度予算に
ついては、それぞれの園の教育活動に必要な経費が盛り込まれているものと考えており
ます。本連合会としても教員の人材確保・質の向上に引き続き取り組んでまいりますの
で、加盟園におかれましても、引き続きご支援・ご協力を下さいますようお願いしま
す。 

［今号は５枚］ 

◆切れ目ない支援体制整備充実事業 ＜４７億円＞ 

特別支援教育の推進を図るため、医療的ケア看護職員を配置するとともに、特別な

支援を必要とする子供への就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の

整備や外部専門家の配置を行う。 

○医療的ケア看護職員配置事業 ＜４，５６２百万円＞ 

・「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」（R3.6 成立、R3.9 施行）の趣

旨を踏まえ、学校における医療的ケアの環境整備の充実を図るため、校外学習や登下校

時の送迎車両に同乗することも含め、自治体等による医療的ケア看護職員の配置を支援 

・私立幼稚園への医療的ケア看護職員配置に係る経費を都道府県等が負担する場合、保

育所と同様にその一部を補助（国 1/2 都道府県等 1/2） 

 

補助対象者：学校において医療的ケアを実施するために雇用する看護師等、介護福祉

士、認定特定行為業務従事者 

 配置の考え方：配置人数：4,900 人分（←4,550 人分）１日６時間、週５回等を想定記

のほか登下校時の対応分も計上 

※実際の配置に当たっては、自治体等が実態に応じて、雇用形態（時間・単価等）を決

定。訪問看護ステーション等へ委託することも可能。 

＜補助対象＞ 都道府県・市区町村・学校法人 

（幼稚園、小・中・高等学校・特別支援学校） 

＜補助割合＞ 国：1/3 補助事業者：2/3 

 

◆発達障害のある児童生徒等に対する支援事業 ＜０.９億円＞ 

全ての学級に特別な教育的支援が必要な児童生徒が在籍している可能性があり（「学

習面又は行動面で著しい困難を示す」：推定値 8.8％（義務・R4 調査））、発達障害により

通級による指導を受ける児童生徒も増加している。このような状況を踏まえ、各自治体

における５歳児健康診査の実施が進む中、従来見過ごされてきた発達障害の特性のある

幼児等を把握するケースの急増も予想され、発達障害のある幼児児童生徒等に対する、

就学前からの切れ目のない支援体制の構築や、学校における適切な支援の推進、通級指

導の充実等が求められている。 

○発達障害のある幼児児童生徒に対する就学前からの切れ目のない支援体制構築事業 

＜４６百万円＞ 新規 

「５歳児健康診査」の結果を有効に活用するなどして、発達障害のある幼児児童生徒

等に対する就学前からの早期発見・早期支援、円滑な就学や就学後の適切な支援、不登

校の未然防止等、切れ目のない支援体制を構築する。 
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ー
タ
ー
等

の
育
成
・派
遣
を
推
進
す
る
こと
等
に
よ
り、
５
歳
児
か
ら
小
学
校
１
年
生
ま
で
の
架
け
橋
期
の

カ
リキ
ュラ
ム
の
策
定
･実
施
・改
善
を
行
うた
め
の
体
制
を
構
築
し、
全
国
規
模
で
「幼
保
小
の

架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
更
な
る
促
進
を
図
る
。

事
業
内
容

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

５
億
円

（
新
規
）

補
助
対
象

経
費

幼
児
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
や
架
け
橋
期
の
コー
デ
ィネ
ー
タ等

の
派
遣
・育
成
に
必
要
な
経
費

架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
開
発
会
議
等
の
開
催
に
必
要
な
経
費

実
践
研
究
、巡

回
訪
問
、公

開
保
育
・研
修
等
の
実
施
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、会

議
費
、諸

謝
金
、旅

費
、委

託
費
等
）

実
施
主
体

都
道
府
県

市
区
町
村

補
助
率

架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
の
実
施
、人

材
育
成
：

1/
2

幼
児
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
活
動
※
：

1/
3

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課
）

教
育
委
員
会

幼
児
教
育
セ
ン
タ
ー

福
祉
・保
健
等

担
当
部
局

小
学
校
等

保
育
所

認
定
こど
も
園

◆
架
け
橋
期
の
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
派
遣

◆
架
け
橋
期
の
カリ
キ
ュラ
ム
策
定
・実
施
・改
善

◆
カリ
キ
ュラ
ム
の
実
践
研
究
、普

及
・啓
発
活
動

◆
幼
児
教
育
に
関
す
る
指
導
･助
言

◆
障
害
の
あ
る
幼
児
･外
国
人
幼
児
受
け
入
れ
等
の
課
題
を
持
つ
園
へ
の
支
援

◆
研
修
の
実
施

◆
研
修
教
材
の
作
成

「幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
促
進

架
け
橋
期
の
カ
リキ
ュラ
ム
の
実
施

幼
児
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
活
動

人
材
育
成

連
携

幼
稚
園

※
「幼
児
教
育
推
進
体
制
を
活
用
した
地
域
の
幼
児
教
育
の
質
向
上
強
化
事
業
」の
実
施
実
績
が
２
年
以
下
の
自
治
体
が
対
象
。

幼
児
教
育
の
学
び
強
化
事
業

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
7億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
7億

円
）

委
託
先

①
②

研
究
機
関
、大

学
、都

道
府
県
、市

区
町
村
、幼

児
教
育
関
係
団
体
等

③
都
道
府
県
、市

区
町
村

背
景
・課
題

事
業
内
容

幼
児
期
の
教
育
は
、生

涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
の
基
礎
を
培
う重

要
な
も
の
で
あ
る
。幼

児
教
育
施
設
の
有
す
る
機
能
を
家
庭
や
地
域
に
提
供
す
る
こと
に
よ
り、

未
就
園
児
も
含
め
、幼

児
期
に
ふ
さわ
しい
学
び
を
深
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。そ
して
、幼

児
教
育
施
設
入
園
後
に
は
、幼

児
教
育
が
直
面
して
い
る
課
題

解
決
を
図
る
こと
に
よ
り、
幼
児
が
園
で
の
活
動
を
通
して
、学

び
を
深
め
て
い
くこ
とが
重
要
で
あ
る
。

委
託
対
象

経
費

調
査
研
究
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、委

員
旅
費
、謝

金
等
）

箇
所
数
、

単
価

①
 ５
箇
所

27
0万

円
／
箇
所

②
 ２
箇
所

90
0万

円
／
箇
所

③
 ５
箇
所

70
0万

円
／
箇
所

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

①
 教
育
課
題
に
関
す
る
調
査
研
究

幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
、幼

児
教
育
施
設
が
直
面
して
い
る
様
々
な
教
育
課
題
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う。

（
研
究
の
視
点
の
例
）

 ・
 幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
教
育
の
質
に
関
す
る
評
価
の
在
り方

・ 
障
害
の
あ
る
幼
児
や
外
国
人
幼
児
な
どに
対
す
る
支
援
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
施
設
の
管
理
職
や
幼
児
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
を
対
象
とし
た
研
修
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
拠
点
とし
て
の
国
公
立
幼
稚
園
の
役
割

等

②
 子
育
て
の
支
援
や
家
庭
等
との
連
携
強
化
に
関
す
る
調
査
研
究

未
就
園
児
も
含
め
、幼
児
教
育
施
設
の
機
能
を
家
庭
や
地
域
に
提
供
し
て
幼
児
の
学
び
を
深
め
て
い
くこ
とや
、遊
び
を
通
し
た
総
合
的
な
指
導
を
行
う幼

児
教
育
の
重
要
性
等
に

つ
い
て
家
庭
や
地
域
と認

識
を
共
有
し
て
意
識
を
高
め
る
こと
な
ど、
子
育
て
の
支
援
や
家
庭
等
との
連
携
強
化
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う。

（
研
究
の
視
点
の
例
）

 ・
 幼
稚
園
が
０
～
２
歳
の
未
就
園
児
を
受
け
入
れ
て
行
うふ
さわ
しい
活
動
の
在
り方

・ 
幼
児
教
育
施
設
の
機
能
を
生
か
した
子
育
て
の
支
援
の
在
り方

・ 
IC

T機
器
を
活
用
した
子
供
の
学
び
の
見
え
る
化

 
等

③
 幼
保
小
接
続
に
よ
る
不
登
校
・い
じめ
対
策
等
に
関
す
る
調
査
研
究

幼
児
教
育
施
設
に
お
け
る
幼
児
教
育
か
ら
小
学
校
教
育
の
円
滑
な
接
続
に
よ
る
不
登
校
・い
じ
め
対
策
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
行
う。

（
研
究
の
視
点
の
例
）

・小
学
校
低
学
年
の
不
登
校
・い
じめ
対
策
等
に
資
す
る
幼
保
小
連
携
・接
続
の
在
り方

等

対
象
校
種

幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園

事
業
開
始

年
度

令
和

4年
度
～

0

大
学
等
を
通
じ
た
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
に
よ
る

幼
児
教
育
の
「職
」の
魅
力
向
上
・発
信
事
業

○
幼
児
期
及
び
幼
保
小
接
続
期
の
教
育
の
質
的
向
上
の
根
幹
を
成
す
幼
稚
園
教
諭
等
の

人
材
に
つ
い
て
は
、養

成
校
生
の
多
くが
他
業
種
へ
就
職
す
る
、平

均
勤
続
年
数
が
少
な
い
、

離
職
者
の
再
就
職
が
少
な
い
な
ど、
人
材
の
需
要
の
高
止
ま
りに
供
給
が
追
い
付
い
て
い
な
い
。

○
よ
り多

くの
人
材
が
幼
児
教
育
の
道
を
志
し
、継

続
的
に
働
き
続
け
られ
る
職
場
環
境
の
中
で

体
系
的
に
資
質
能
力
を
向
上
させ
て
い
け
る
よ
う、
ま
た
、幼

稚
園
教
諭
免
許
状
保
有
者
が
円

滑
に
復
職
で
き
る
よ
う、
総
合
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
の
取
組
を
実
施
す
る
必
要
が
あ
る
。

背
景
・課
題

①
「職
」の
魅
力
向
上
の
た
め
の
園
務
改
善
実
証
事
業

教
育
活
動
に
集
中
で
き
る
職
場
環
境
整
備
に
向
け
て
、⺠
間
事
業
者
等
の
専
⾨
的
な
知
⾒
を
得
つ
つ
、

幼
稚
園
教
諭
等
が
日
々
行
う業

務
を
効
率
化
す
る
実
証
事
業
を
実
施
し
、負

担
軽
減
効
果
の
⾒
え
る

化
を
図
る
とと
も
に
、業

務
改
善
を
志
向
す
る
園
に
対
して
ア
プ
ロー
チ
の
参
考
とな
る
資
料
を
取
りま
とめ
る
。

②
大
学
等
を
拠
点
とす
る
「職
」の
魅
力
発
信
モ
デ
ル
事
業

地
域
の
幼
児
教
育
人
材
の
育
成
を
担
う大
学
等
が
拠
点
とな
り、
地
域
イ
ベ
ン
ト
等
を
通
じ
て
、自

治
体
や
域
内
の
幼
稚
園
、団

体
等
と連

携
協
働
し
つ
つ
、地

域
に
お
け
る
人
材
輩
出
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
を
形

成
し
、入

学
前
か
らの
現
場
の
魅
力
発
信
、学

生
の
キ
ャリ
ア
観
形
成
支
援
、現

職
教
諭
の
職
場
定
着
や

離
職
者
の
円
滑
な
復
職
支
援
等
の
総
合
的
な
キ
ャリ
ア
形
成
支
援
を
行
う。
これ
ま
で
の
事
業
の
課
題
や

成
果
も
踏
ま
え
つ
つ
、地
域
の
未
来
を
担
う幼

児
教
育
人
材
の
確
保
・定
着
を
推
進
す
る
。

事
業
内
容

事
業
規
模

民
間
事
業
者
等

大
学
等

3,
00

0万
円

１
団
体

1,
30

0万
円

５
団
体

1,
90

0万
円

１
団
体
（
免
許
法
認
定
講
習
事
例
に
関
す
る
調
査
及
び
普
及
・啓
発
）

中
高
生

幼
児
教
育
の
現
場
の
魅
力
発
信

職
業
イ
メ
ー
ジ
の
形
成

養
成
校
生

保
育
者
とし
て
の
キ
ャリ
ア
観

の
形
成
支
援

園
との
マ
ッチ
ン
グ
支
援

現
職
教
諭
・離
職
者
等

現
職
教
諭
の
キ
ャリ
ア
形
成

免
許
法
認
定
講
習

円
滑
な
復
職
に
向
け
た
支
援

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

1.
2億

円
（
前
年
度
予
算
額

1.
3億

円
）

有
効
求
人
倍
率
の
推
移
（
年
平
均
）

H
29

R
5

全
職
種

1.
35

1.
19

幼
稚
園
教
諭

1.
66

2.
49

保
育
士

2.
47

2.
67

R
4年

度
幼
稚
園
教
諭

離
職
者
の
年
齢

30
歳

未
満

58
%

他

（
１
団
体
が
園
務
改
善
の
調
査
研
究
及
び

５
大
学
等
の
事
業
を
総
括
す
る
こと
を
想
定
）

人
材
確
保
・定
着

「職
」の
魅
力
向
上
・発
信

幼
稚
園
等

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

園
務
改
善
に
係
る
効
果
実
証

負
担
軽
減
効
果
の
⾒
え
る
化

自
治
体

域
内
の
他
大
学

幼
稚
園
団
体

拠
点

幼幼
稚稚

園園
等等

28
%

そ
れ

以
外

R
5年

度
幼
稚
園
教
諭

免
許
取
得
学
生
の
就
職
先

※
就
職
人
数
／
免
許
取
得
件
数

  
幼
稚
園
教
諭
等
の
勤
務
環
境

に
係
る
調
査
、教

員
の
負
担
軽
減

とな
る
好
事
例
集
を
展
開

R5
調
査
結
果
も
踏
ま
え
、園
の

課
題
に
応
じ
た
業
務
改
善
に
係

る
効
果
実
証
事
業
を
開
始

実
証
事
業
を
踏
ま
え
、各
施
設

が
業
務
改
善
に
取
り組
む
た
め

の
参
考
とな
る
資
料
を
作
成

令
和

5年
度

令
和

6年
度
～

令
和

7年
度

好
循
環

地
域
との
連
携
・協
働

事
業
開
始
年
度

令
和
５
年
度
～

委
託
先

8　2025.  3 私幼時報

〈
文

部
科

学
省

　
初

等
中

等
教

育
局

幼
児

教
育

課
〉



R８
～

10
年
度
本
調
査

(小
学
校
２
年
生
～
４
年
生

)の
実
施

（
１
）
実
施
対
象
令
和
６
年
度
に
お
け
る
５
歳
児
を
対
象
に
し
た
５
年
間
の
追
跡
調
査

※
地
域
区
分
や
人
口
規
模
等
を
踏
ま
え
て
、全

国
８
ブ
ロッ
クか
ら大

規
模
・中
規
模
・小
規
模
自
治
体
合
わ
せ
て
７
５
市
町
村
か
ら

   
調
査
対
象
者
を
無
作
為
抽
出

（
２
）
調
査
方
法
・調
査
対
象

以
下
の
調
査
対
象
者
に
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

①
調
査
開
始
（

R６
年
度
）
時
点
で
、就

学
前
教
育
・保
育
施
設
（
施
設
種
、公

立
・私
立
、認

可
・無
認
可
は
問
わ
な
い
）
に
通
う５

歳
児
の
子
供
を
も
つ
保
護
者

②
上
記
①
の

5歳
児
の
子
供
が
通
う施
設
の
園
長
・担
任
保
育
者
（
幼
稚
園
教
諭
、保

育
教
諭
、保

育
士
等
）
※
本
調
査
１
年
目
（

R６
年
度
調
査
）
の
み

③
上
記
①
の

5歳
児
が
就
学
した
小
学
校
の
校
長
・担
任
教
師

※
本
調
査
２
年
目
（

R７
年
度
調
査
）
～

（
３
）
調
査
内
容

 ①
保
護
者
：
生
活
ス
キ
ル
、認

知
能
力
、非

認
知
能
力
、家

庭
で
の
養
育
環
境

 等
②
園
長
・保
育
者
：
保
育
者
の
人
数
、園

の
取
組
、労

働
環
境
、保

育
者
の
実
践

 等
※
本
調
査
１
年
目
（

R６
年
度
調
査
）
の
み

③
小
学
校
の
校
長
・担
任
教
師
：
幼
保
小
接
続
の
取
組
、学

級
風
土

 等
※
本
調
査
２
年
目
（

R７
年
度
調
査
）
～

※
な
お
、調

査
の
実
施
に
当
た
って
は
、委

託
先
に
お
い
て
、幼

児
教
育
や
発
達
心
理
学
に
加
え
、経

済
学
、脳

科
学
、教

育
政
策
等
の
様
々
な
分
野
か
らの
研
究
者
で

 ネ
ット
ワ
ー
クを
構
築
し、
多
様
な
視
点
か
ら分

析
等
を
行
う。

R
７
年
度
本
調
査

(小
学
校
１
年
生

)の
実
施

R６
年
度
本
調
査

(5
歳
児

)の
実
施

幼
児
教
育
に
関
す
る
大
規
模
縦
断
調
査
事
業

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

1.
1億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
8億

円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

背
景
・課
題

○
幼
児
教
育
の
分
野
に
お
い
て
は
、長

年
に
わ
た
り、
よ
り良

い
教
育
を
目
指
した
実
践
等
が
積
み
重
ね
られ
て
き
た
が
、今

後
は
調
査
・研
究
か
ら得

られ
た
実
証
デ
ー
タの
分

析
に
よ
る
エ
ビデ
ン
ス
に
も
基
づ
き
な
が
ら、
政
策
形
成
に
取
り組

む
こと
が
重
要
。ま
た
、諸

外
国
で
は
、幼

児
教
育
の
効
果
を
示
した
長
期
追
跡
調
査
の
研
究
成
果
は
あ
る

が
、各

国
の
教
育
制
度
や
文
化
等
も
異
な
る
こと
か
ら、
日
本
に
お
い
て
も
、大

規
模
な
追
跡
調
査
を
実
施
す
る
こと
が
必
要
。

○
本
調
査
で
は
、子

供
の
成
長
に
資
す
る
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
科
学
的
に
明
ら
か
に
し
、今

後
の
幼
児
教
育
の
政
策
形
成
（
幼
稚
園
教
育
要
領
の
改
訂
や
指
導
資

料
の
充
実
等
）
に
資
す
る
エ
ビデ
ン
ス
を
得
る
た
め
、令

和
６
年
度
に
お
け
る
５
歳
児
を
対
象
に
５
年
間
の
追
跡
調
査
を
行
い
、幼

児
教
育
が
、子

供
の
発
達
、小

学
校

以
降
の
学
習
や
生
活
に
どう
影
響
を
与
え
る
か
に
つ
い
て
検
証
を
行
う。

調
査
の
概
要

R5
年
度
先
行

調
査
の
実
施

ス
ケ
ジ
ュー
ル
（
事
業
実
施
期
間
）

委
託
先
・箇
所
数

単
価

対
象
経
費

・大
学
１
箇
所
（
継
続
の
み
）

・約
8,

90
0万

円
・調
査
実
施
に
必
要
な
経
費

幼
児
教
育
の
理
解
・発
展
推
進
事
業

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
3億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
3億

円
）

背
景
・課
題

幼
稚
園
教
育
要
領
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
教
育
・保
育
要
領
、保

育
所
保
育
指
針
の
整
合
性
が
図
られ
て
お
り、
これ
らの
正
しい
理
解
の
下
、幼
児

教
育
施
設
が
一
体
とな
って
、幼
児
に
対
して
適
切
な
指
導
が
行
わ
れ
る
こと
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

幼
児
教
育
施
設
を
取
り巻

く現
状
を
踏
ま
え
、研

究
協
議
会
の
開
催
や
指
導
資
料
等
の
作
成
を
行
い
、先
進
的
な
実
践
や
幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ロ
グ
ラ
ム

等
の
理
解
を
深
め
る
。

事
業
内
容

幼
児
教
育
の
理
解
・発
展
推
進
事
業

各
都
道
府
県
に
お
い
て
、設

置
者
（
国
公
私
）
や
施
設
類

型
（
幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
）
を
問
わ
ず
、自

治
体
の
幼
児
教
育
担
当
者
や
幼
稚
園
教
諭
、保

育
士
、保

育
教

諭
等
を
対
象
とし
て
、幼

保
小
の
架
け
橋
プ
ログ
ラム
な
ど、
幼
児

教
育
に
関
す
る
専
門
的
な
研
究
協
議
等
を
行
う都

道
府
県
協

議
会
を
開
催
す
る
。ま
た
、都

道
府
県
協
議
会
に
お
け
る
成
果

を
中
央
協
議
会
に
お
い
て
発
表
・共
有
す
る
こと
で
、さ
らな
る
幼

児
教
育
の
振
興
・充
実
を
図
る
。（

2年
ご
とに
時
期
に
応
じた
新
た
な
協
議
主
題
を
設

定
。令

和
６
、７

年
度
の
協
議
主
題
は
「幼
児
教
育
と小

学
校
教
育
の
円
滑
な
接
続
の
推
進
」と
す
る
。）

幼
児
教
育
実
施
の
た
め
の
指
導
資
料
の
作
成

幼
稚
園
教
育
要
領
等
に
基
づ
く活
動
を
着
実
に
実
施
す
る
た
め
、そ
の
内
容
を
踏
ま
え
た
具
体
的
な
教
育
課
程
の
編
成
や
指
導
の
在
り方

等
に
関
す
る
指

導
資
料
等
を
作
成
す
る
。

中
央
協
議
会
（
文
部
科
学
省
）

（
都
道
府
県
協
議
会
の
成
果
の
発
表
、先

進
事
例
の
発
表
等
）

都
道
府
県
協
議
会
（
教
育
委
員
会
）

１
．
幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
を
対
象
とし
た
幼
稚
園
教
育
要
領
等
に
関
す
る
こと

２
．
幼
保
小
の
架
け
橋
プ
ログ
ラム
に
関
す
る
こと

等

協
議
主
題
の
提
示
、

中
央
協
議
会
へ
の
参
加
依
頼

等
協
議
の
成
果
報
告
、

中
央
協
議
会
へ
の
参
加

等

国
公
私
立
幼
稚
園
、保

育
所
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
、小

学
校
の
教
職
員
の
参
加

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

対
象
校
種

幼
稚
園
、保

育
所
、認

定
こど
も
園
、小

学
校

箇
所
数
、

単
価

４
７
箇
所

５
０
万
円
／
箇
所

支
出
先

都
道
府
県

※
幼
児
教
育
実
施
の
た
め
の
指
導
資
料
の
作
成
は
本
省
執
行

対
象
経
費

都
道
府
県
協
議
会
に
必
要
な
経
費

（
諸
謝
金
、委

員
等
旅
費
、教

職
員
研
修
費
）

事
業
開
始
年
度

平
成
１
２
年
度
～

O
EC

D
 E

CE
C 

N
et

w
or

k事
業
へ
の
参
加

○
質
の
高
い
幼
児
期
の
教
育
の
提
供
を
基
本
理
念
とす
る
「子
ども
・子
育
て
支
援
新
制
度
」の
開
始
、幼

児
教
育
・保
育
の
無
償
化
の
実
施
に
加
え
て
、令

和
２
年

9
月
の

G
20
教
育
大
臣
会
合
に
お
い
て
質
の
高
い
幼
児
教
育
へ
の
ア
クセ
ス
の
重
要
性
が
宣
言
され
る
な
ど、
国
内
外
で
幼
児
教
育
の
質
に
対
す
る
関
心
が
高
ま
って
い

る
とこ
ろ
。

○
この
た
め
、O

EC
D
が
実
施
す
る
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
等
に
参
加
し、
質
の
高
い
幼
児
教
育
を
提
供
す
る
た
め
の
基
礎
デ
ー
タ
の
整
備
に
貢
献
す
る
と

とも
に
、こ
れ
らの
事
業
へ
の
参
加
に
よ
り、
国
際
比
較
可
能
な
幼
児
教
育
・保
育
施
設
の
活
動
実
態
に
関
す
る
デ
ー
タ
や
、各

国
の
好
事
例
な
ど、
質
の
高
い
幼
児
教

育
の
提
供
に
向
け
た
施
策
展
開
の
た
め
の
重
要
な
基
礎
情
報
を
得
る
こと
とす
る
。

背
景
・課
題

下
記
の
事
業
に
参
画
し、
幼
児
教
育
の
質
向
上
の
た
め
の
施
策
立
案
に
活
か
す
。

事
業
内
容

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

0.
2億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
2億

円
）

「O
EC

D
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
」

(S
ta

rt
in

g 
St

ro
ng

 T
ea

ch
in

g 
an

d 
Le

ar
ni

ng
 In

te
rn

at
io

na
l S

ur
ve

y（
TA

LI
S

St
ar

tin
g

St
ro

ng
）
）

※
拠
出
金
に
つ
い
て
は
、文

部
科
学
省
、こ
ども
家
庭
庁
で
按
分
して
負
担
。

※
国
内
に
お
け
る
調
査
実
施
の
事
務
的
経
費
は
国
立
教
育
政
策
研
究
所
で
負
担
。

○
「O

EC
D
国
際
幼
児
教
育
・保
育
従
事
者
調
査
」（

20
18
年
）

勤
務
環
境
や
研
修
な
どの
保
育
者
の
資
質
・能
力
の
向
上
に
関
す
る
状
況
等

を
調
査
。

○
「デ
ジ
タ
ル
世
界
に
お
け
る
幼
児
教
育
・保
育
」（

20
21
～

20
23
年
）

デ
ジ
タル
テ
クノ
ロ
ジ
ー
の
普
及
に
よ
って
も
た
らさ
れ
る
社
会
的
・経
済
的
変
化

に
対
応
して
、幼

児
教
育
・保
育
が
子
供
た
ち
の
学
び
や
発
達
等
を
効
果
的
に
支

援
して
い
くた
め
の
方
策
等
を
調
査
。

過
去
の
参
加
実
績

勤
務
環
境
や
研
修
な
どの
保
育
者
の
資
質
・能
力
の
向
上
に
関
す
る
状
況
等
に
関
す
る
第
２
期
サ
イ
ク
ル
が

20
21
年
か
ら
開
始
。

第
１
期
調
査

(2
01

8年
)で
は
、日

本
の
保
育
者
の
研
修
等
に
よ
る
専
門
性
向
上
へ
の
意
識
の
高
さ
な
どが
明
らか
に
な
った
一
方
、保

育
者
の
処
遇
や
社
会
的
評
価
、

保
育
者
の
不
足
等
に
つ
い
て
の
課
題
も
あ
り、
調
査
結
果
を
参
考
に
施
策
立
案
に
活
用
。

「質
の
高
い
包
括
的
な
幼
児
教
育
・保
育
を
目
的
とし
た
政
策
へ
の
研
究
の
転
換
」

（
Tr

an
sl

at
in

g 
Re

se
ar

ch
 in

to
 P

ol
ic

ie
s 

fo
r 

Q
ua

lit
y 

an
d 

In
cl

us
iv

e 
Ea

rly
 c

hi
ld

ho
od

 e
du

ca
tio

n 
an

d 
ca

re
）

「幼
児
教
育
・保
育
を
通
じ
た
よ
り平

等
な
機
会
と包

括
性
の
確
保
」に
向
け
て
、子

供
の
発
達
、学

習
、福

祉
に
関
す
る
最
新
の
研
究
を
基
に
、幼

児
教
育
･保
育
に
関

す
る
政
策
の
改
善
、新

しい
政
策
の
導
入
条
件
等
を
調
査
。2

02
3年

か
ら

20
24
年
に
か
け
て
調
査
、2

02
5年

公
表
予
定
。 担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費
交
付
金

○
 子
育
て
支
援
の
更
な
る
充
実
と幼

児
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、認

定
こど
も
園
の
設
置
を
支
援
す
る
とと
も
に
、預

か
り保

育
や

こど
も
誰
で
も
通
園
制
度
の
実
施
も
踏
ま
え
た
幼
児
の
学
び
に
必
要
な
環
境
整
備
、保

育
D

Xを
推
進
し
教
員
が
幼
児
と向

き
合
う時

間
を

確
保
す
る
た
め
の

IC
T環
境
整
備
等
を
支
援
す
る
。

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

８
億
円

（
前
年
度
予
算
額

９
億
円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

令
和
６
年
度
補
正
予
算
額

 1
7億

円
 ※

 

都
道
府
県

  幼
稚
園
、幼

稚
園
型
認
定
こど
も
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園

幼
稚
園
、認

定
こど
も
園
、保

育
所

   
 幼
稚
園

幼
稚
園
、幼

稚
園
型
認
定
こど
も
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園

１

国
１

/２
等

園
務
平
準
化
の
た
め
の
業
務
体
制
へ
の
支
援

IC
T環
境
整
備
の
支
援

※
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
研
修
支
援

教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
た
め
、教

職
員
を
対
象
とし
た

研
修
を
支
援

幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
緊
急
環
境
整
備

※

（
1）

安
心
・安
全
の
た
め
の
園
務
平
準
化
に
必
要
な
経
費
を
支
援

（
2）

認
定
こど
も
園
等
へ
移
行
す
る
た
め
の
準
備
経
費
を
支
援

現
状
・課
題
・事
業
内
容

２ ３ ４

１ ２ ３ ４

  物
品
購
入
費
等

研
修
参
加
費
等

   
 事
務
職
員
雇
用
費
等

端
末
購
入
費
等

3 4
2幼
児
の
学
び
に
必
要
な
遊
具
、運

動
用
具
、

保
健
衛
生
用
品
等
の
整
備
を
支
援

教
員
等
の
業
務
負
担
を
軽
減
し幼

児
と向

き
合
う時

間
を

確
保
す
る
た
め
の

IC
T環

境
の
整
備
を
支
援

平
成

27
年
度
～

補
助
割
合

対
象

校
種

主
な

対
象
経
費

実
施

主
体

事
業
開
始
年
度

※
幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
緊
急
環
境
整
備
の
一
部
及
び

IC
T環

境
整
備
の
支
援
に
つ
い
て
は
令
和
６
年
度
補
正
予
算
に
計
上

1

2025.  3 私幼時報　9



４
ア
ス
ベ
ス
ト
等
対
策

・・
・
吹
き
付
け
ア
ス
ベ
ス
トの
除
去
等

５
屋
外
教
育
環
境
整
備

・・
・
ア
ス
レ
チ
ック
遊
具
、屋

外
ス
テ
ー
ジ
、防

音
壁
等
の
整
備

私
立
幼
稚
園
施
設
整
備
費
補
助
金

○
 緊
急
の
課
題
とな
って
い
る
国
土
強
靱
化
の
取
組
を
推
進
す
る
園
舎
や
外
壁
等
の
非
構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、子

ども
の
命
を
守
る
防
犯
対
策
、

省
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
推
進
に
向
け
た
エ
コ改

修
、バ
リア
フリ
ー
化
等
の
施
設
整
備
に
要
す
る
経
費
を
支
援
す
る
。

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

5億
円

（
前
年
度
予
算
額

5億
円
）

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

令
和

6年
度
補
正
予
算
額

23
億
円

 ※

私
立
の
幼
稚
園

対
象

校
種

国
１

/３
、事

業
者
２

/３
 

※
地
震
に
よ
る
倒
壊
等
の
危
険
性
が
高
い
施
設
の
耐
震
補
強

   
特
別
防
犯
対
策

国
１

/２
、事

業
者
１

/２

補
助

割
合

工
事
費
、実

施
設
計
費
、耐

震
診
断
費

等
対
象

経
費

１
耐
震
補
強

・・
・
耐
震
補
強
、非

構
造
部
材
の
耐
震
対
策
、耐

震
診
断
、防

災
機
能
強
化

２
a
防
犯
対
策

・・
・
門
・フ
ェン
ス
・防
犯
監
視
シ
ス
テ
ム
等
の
設
置

８
バ
リア
フリ
ー
化

・・
・
ス
ロー
プ
の
設
置
、ト
イレ
の
バ
リア
フリ
ー
化
等
の
整
備

３
新
築
・増
築
・改
築

・・
・
新
築
、増

築
、耐

震
改
築
、そ
の
他
の
危
険
建
物
の
改
築
（
改
築
は
仮
設
園
舎
の
整
備
を
含
む
）

６
エ
コ改

修
・・
・
太
陽
光
発
電
、省

エ
ネ
型
設
備
等
の
設
置
・改
修

７
内
部
改
修

・・
・
預
か
り保

育
、学

級
編
制
基
準
見
直
し（

1学
級

35
人
→

30
人
）
、衛

生
環
境
改
善
の
た
め
の
園
舎
の
整
備

 （
間
仕
切
り設

置
、空

調
整
備
等
）

２
b
特
別
防
犯
対
策

・・
・
防
犯
カメ
ラ・
オ
ー
トロ
ック
シ
ス
テ
ム
・非
常
通
報
装
置
等
を
含
め
た
防
犯
対
策
整
備

（
R5

-R
7：

補
助
率
の
嵩
上
げ

1/
3→

1/
2に
よ
る
促
進
）

現
状
・課
題
・事
業
内
容

事
業
者
（
学
校
設
置
者
）

昭
和

42
年
度
～

実
施

主
体

事
業
開
始

年
度

※
 耐
震
補
強
の
一
部
、新

築
・増
築
・改
築
の
一
部
及
び
屋
外
環
境
整
備
以
外
に
つ
い
て
は
令
和

6年
度
補
正
予
算
に
計
上

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョン
表
紙
サ
ン
プ
ル
（
ス
ライ
ドサ
イズ

4：
3

25
.4

 x
 1

9.
05

cm
）

令
和
７
年
度
予
算
案
に
つ
い
て

令
和
６
年

12
月

高
等
教
育
局
私
学
部
私
学
助
成
課

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
等
補
助

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

 1
,0

14
億
円

（
前
年
度
予
算
額

1,
01

2億
円
）

事
業
内
容

○
私
立
高
等
学
校
等
の
教
育
条
件
の
維
持
向
上
や
学
校
経
営
の
健
全
性
の
向
上
等
を
図
る
とと
も
に
、自

主
性
に
基
づ
く特
色
あ
る
質
の
高
い
教
育
を
充
実
す
る
た
め
、国

が
都
道
府
県

に
よ
る
経
常
費
助
成
等
に
対
して
補
助
を
行
う。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助

●
一
般
補
助

84
4億

円
（

84
3億

円
）

都
道
府
県
が
、私

立
の
高
等
学
校
、中

学
校
、小

学
校
及
び
幼
稚
園
等
の
経
常
的
経
費
に
つ
い
て
助
成
す
る
場
合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

○
物
価
・光
熱
費
・人
件
費
高
騰
等
へ
の
対
応
、私

立
学
校
に
お
け
る
教
育
の
高
度
化
等
に
必
要
な
幼
児
児
童
生
徒
１
人
当
た
り単

価
の
増
額

○
幼
稚
園
教
諭
等
の
継
続
的
な
賃
上
げ
に
対
す
る
支
援
を
引
き
続
き
実
施
す
る
とと
も
に
、幼

児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
処
遇
改
善
を
新
た
に
創
設

●
特
別
補
助

13
7億

円
（

13
8億

円
）

 教
育
改
革
推
進
特
別
経
費

<
56
億
円

>
 都
道
府
県
が
、私

立
学
校
の
特
色
あ
る
取
組
等
に
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

①
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支
援
経
費
（
次
世
代
を
担
う人

材
育
成
の
促
進
、外

国
人
入
学
生
の
受
入
れ
の
た
め
の
環
境
整
備
【新
規
】、
教
育
相
談
体
制
の
整
備
、

安
全
確
保
の
推
進
、I

CT
教
育
環
境
の
整
備
、教

員
業
務
支
援
員
の
配
置
等
）

<
18
億
円

>
②
子
育
て
支
援
推
進
経
費
（
預
か
り保

育
推
進
事
業
、幼

稚
園
の
子
育
て
支
援
活
動
の
推
進
）

<
38
億
円

>
幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費

<
77
億
円

>
   

 都
道
府
県
が
、特

別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
が
１
人
以
上
就
園
して
い
る
私
立
の
幼
稚
園
等
に
特
別
な
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

 授
業
料
減
免
事
業
等
支
援
特
別
経
費

 <
3億

円
>

私
立
の
小
中
学
校
等
が
、家

計
急
変
等
の
経
済
的
理
由
か
ら授

業
料
の
納
付
が
困
難
とな
った
児
童
生
徒
に
対
し授

業
料
減
免
措
置
を
行
い
、都

道
府
県
が
そ
の
減
免
額
に
助
成

を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

過
疎
高
等
学
校
特
別
経
費

<
1.

5億
円

>
 都
道
府
県
が
、過

疎
地
域
に
所
在
す
る
私
立
高
等
学
校
の
経
常
的
経
費
に
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
補
助

●
特
定
教
育
方
法
支
援
事
業

33
億
円
（

32
億
円
）

 特
別
支
援
学
校
等
に
対
して
、国

が
そ
の
教
育
の
推
進
に
必
要
な
経
費
の
一
部
を
補
助
。

※
子
ども
・子
育
て
支
援
制
度
移
行
分
を
含
む
。

※
単
位
未
満
四
捨
五
入
の
た
め
、計

が
一
致
しな
い
場
合
が
あ
る
。

※
（

  ）
 は
前
年
度
予
算
額

私
立
高
等
学
校
等
は
、多

様
な
人
材
育
成
や
特
色
あ
る
教
育
を
行
うこ
とに
よ
り、
我

が
国
の
学
校
教
育
の
発
展
に
大
き
く貢
献
し
て
い
る
。私

立
高
等
学
校
等
が
我
が
国
の

初
等
中
等
教
育
に
果
た
し
て
い
る
役
割
の
重
要
性
に
鑑
み
、都

道
府
県
に
よ
る
経
常

的
経
費
へ
の
助
成
を
支
援
す
る
必
要
が
あ
る
。

背
景
説
明

私
立
高
等
学
校
等
の
教
育
条
件
の
維
持
向
上
や
学
校
経
営
の
健
全
性
の
向
上
等
を

図
る
こと
に
よ
り、
私
立
高
等
学
校
等
の
健
全
な
発
展
に
資
す
る
とと
も
に
、私

立
高
等

学
校
等
に
お
け
る
多
様
な
人
材
育
成
や
特
色
あ
る
教
育
を
充
実
す
る
。

目
的
・目
標

1

 令
和

７
年

度
予

算
額

（
案

）
12

億
円

（
新

規
）

幼
児
教
育
の
質
の
向
上
の
た
め
の
幼
稚
園
教
諭
等
の
人
材
確
保
支
援

事
業
内
容

都
道

府
県

が
、幼

児
教

育
の

質
の

向
上

の
た

め
に

、幼
稚

園
教

諭
等

の
人

材
確

保
を

実
施

して
い

る
私

立
幼

稚
園

に
助

成
を

行
う場

合
、

国
が

都
道

府
県

に
対

して
そ

の
助

成
額

を
補

助
。

背
景

①
継

続
的

な
賃

上
げ

に
よ

る
処

遇
改

善
（

教
職

員
対

象
）

一
般

補
助

②
幼

児
教

育
の

質
の

向
上

の
た

め
の

処
遇

改
善

（
教

員
対

象
）

教
職

員
を

対
象

とす
る

継
続

的
な

賃
上

げ
に

よ
る

処
遇

改
善

を
行

う私
立

幼
稚

園
の

取
組

を
支

援
す

る
とと

も
に

、幼
児

教
育

の
質

の
向

上
の

た
め

の
処

遇
改

善
に

取
り組

む
私

立
幼

稚
園

を
支

援
す

る
こと

で
、人

材
確

保
を

図
る

。

背
景
説
明

目
的
・目
標

幼
児

教
育

の
質

の
向

上
の

た
め

に
は

、質
の

高
い

教
職

員
を

持
続

的
に

確
保

す
る

こと
が

重
要

で
あ

り、
幼

稚
園

教
諭

等
の

処
遇

改
善

等
に

取
り組

む
こと

が
必

要
。

※
②

に
つ

い
て

は
、①

を
実

施
して

い
る

園
を

対
象

とし
て

、中
核
リー
ダ
ー
・専
門
リー
ダ
ー
・若
手
リー
ダ
ー
とな
る
教
員
の
発
令

や
専
修
免
許
状
・一
種
免
許
状
へ
の
上
進

に
対

す
る

処
遇

改
善

を
支

援
。

以
下

の
処

遇
改

善
を

実
施

して
い

る
私

立
幼

稚
園

を
補

助
。

①
継

続
的

な
賃

上
げ

に
よ

る
処

遇
改

善
の

実
施

②
①

に
加

え
、教

員
の

キ
ャリ

ア
ア

ップ
や

マ
ネ

ジ
メン

ト力
の

強
化

等
を

目
的

とし
た

幼
児

教
育

の
質

の
向

上
の

た
め

の
処

遇
改

善
の

実
施

補
助

対
象

の
範

囲

一
般

補
助

を
増

額
補

正

補
助
対
象
の
範
囲

国
庫
補
助
の
メ
ニ
ュー

負
担
割
合

支 援 ①
教

職
員

を
対

象
とし

た
継

続
的

な
賃

上
げ

に
よ

る
処

遇
改

善
継

続
的

な
賃

上
げ

に
よ

る
処

遇
改

善
に

対
す

る
 都

道
府

県
補

助
の

一
部

国 1/
4

都
道

府
県

1/
4 園 1/
2

支 援 ②

①
の

実
施

に
加

え
、教

員
を

対
象

とし
た

研
修

に
よ

る
技

能
の

習
得

を 通
じた

キ
ャリ

ア
ア

ップ
や

免
許

の
上

進
を

踏
ま

え
た

処
遇

改
善

○
中

核
リー

ダー
・専

門
リー

ダー
40

,0
00
円
（
月
額
）

○
若

手
リー

ダー 5,
00

0円
（
月
額
）

○
専

修
免

許
状

・一
種

免
許

状
へ

の
上

進
者

5,
00

0円
（
月
額
）

※
月

額
は

全
て

上
限

額
で

あ
り、

上
記

処
遇

改
善

に
対

す
る

都
道

府
県

補
助

の
一

部

※
そ

の
他

、専
修

免
許

状
（

新
規

）
・一

種
免

許
状

の
取

得
の

促
進

に
つ

い
て

も
支

援
。 

2
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教
育
改
革
推
進
特
別
経
費
（
幼
稚
園
等
：
子
育
て
支
援
推
進
経
費
）

事
業
内
容

子
ども

・子
育

て
支

援
の

更
な

る
質

の
向

上
を

図
る

とと
も

に
、多

様
な

保
育

の
受

け
皿

を
拡

充
す

る
た

め
、幼

稚
園

に
お

け
る

預
か

り保
育

や
子

育
て

支
援

活
動

を
支

援
す

る
。

預
か
り保

育
推
進
事
業

幼
稚

園
の

教
育

時
間

終
了

後
や

休
業

日
に

「預
か

り保
育

」を
実

施
す

る
私

立
の

幼
稚

園
等

に
特

別
な

助
成

措
置

を
講

じる
都

道
府

県
に

対
して

、国
が

そ
の

助
成

額
の

１
／

２
以

内
を

補
助

。

幼
稚
園
の
子
育
て
支
援
活
動
の
推
進

親
子

登
園

や
未

就
園

児
の

受
入

れ
、教

育
相

談
な

ど、
施

設
を

広
く地

域
に

開
放

す
る

こと
を

積
極

的
に

推
進

す
る

私
立

の
幼

稚
園

等
に

特
別

な
助

成
措

置
を

講
じる

都
道

府
県

に
対

して
、国

が
そ

の
助

成
額

の
１

／
２

以
内

を
補

助
。

 令
和

７
年

度
予

算
額

（
案

）
38

億
円

（
前

年
度

予
算

額
37

億
円

）

－
預

か
り保

育
時

間
５

時
間

～
６

時
間

/日
預

か
り保

育
時

間
６

時
間

～
７

時
間

/日
預

か
り保

育
時

間
７

時
間

以
上

/日

－
15

0,
00

0円
　4

00
,0

00
円

　7
00

,0
00

円

預
か

り保
育

担
当

者
数

２
人

/日
25

0,
00

0円
60

0,
00

0円
1,

05
0,

00
0円

1,
55

0,
00

0円

預
か

り保
育

担
当

者
数

３
人

以
上

/日
50

0,
00

0円
97

0,
00

0円
1,

60
0,

00
0円

2,
25

0,
00

0円

預
か

り保
育

担
当

者
数

２
人

/日
預

か
り保

育
担

当
者

数
３

人
以

上
/日

　2
00

,0
00

円

　2
60

,0
00

円
　3

70
,0

00
円

【Ｄ
】開

園
日

の
4/

5以
上

の
日

数
、　

１
日

２
時

間
以

上
か

ら４
時

間
未

満
開

設
 （

教
育

時
間

と合
わ

せ
て

８
時

間
未

満
）

の
場

合
20

0,
00

0円

（
１

）
長

期
休

業
日

（
２

）
休

業
日

【Ｃ
】開

園
日

の
4/

5以
上

の
日

数
、　

１
日

２
時

間
以

上
か

ら４
時

間
未

満
開

設
 （

教
育

時
間

と合
わ

せ
て

８
時

間
以

上
）

の
場

合

② 長 期 休 業 日 等 預 か り 保 育

基
礎

単
価

（
１

）
長

期
休

業
日

の
１

０
日

以
上

の
日

数
、１

日
２

時
間

以
上

開
設

80
,0

00
円

（
２

）
休

業
日

の
１

９
日

以
上

の
日

数
、１

日
２

時
間

以
上

開
設

15
0,

00
0円

加
算

単
価

　次
の

要
件

に
該

当
す

る
幼

稚
園

等

　1
40

,0
00

円

40
0,

00
0円

預
か

り保
育

推
進

事
業

単
価

表
（

令
和

７
年

度
）

① 通 常 の 預 か り 保 育

【Ａ
】開

園
日

の
4/

5以
上

の
日

数
、　

１
日

４
時

間
以

上
開

設
   

   
 加

え
て

、1
8時

以
降

（
18

時
を

含
む

）
も

開
設

 の
場

合
70

0,
00

0円

加
算

単
価

　次
の

要
件

に
該

当
す

る
幼

稚
園

等

【Ｂ
】開

園
日

の
4/

5以
上

の
日

数
、　

１
日

４
時

間
以

上
開

設
 

 の
場

合
60

0,
00

0円
基

礎
単

価

3

事
業
内
容

私
立
幼
稚
園
等
の
特
別
支
援
教
育
へ
の
支
援

都
道
府
県
が
、特

別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
が
１
人
以
上
就
園
して
い
る
私
立
の
幼
稚
園
等
に
特
別
な
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に

対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

年
度

R3
年
度

R4
年
度

R5
年
度

R6
年
度

R7
年
度

（
予
算
案
）

予
算
額

65
億
円

68
億
円

71
億
円

75
億
円

77
億
円

対
象
幼
児
数

1.
74
万
人

1.
82
万
人

1.
9万

人
2.

04
万
人

2.
1万

人

幼
稚
園
等
特
別
支
援
教
育
経
費
の
推
移
（
予
算
額
・対
象
幼
児
数
）

都
道
府
県

国
①
所
轄
庁
で
あ
る
都
道
府
県

が
特
別
な
助
成
を
実
施

②
国
が
都
道
府
県
に
対
して

助
成
額
の
一
部
を
補
助

特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
が

就
園
して
い
る
私
立
の
幼
稚
園
等

背
景

一
人
一
人
の
教
育
的
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
支
援
の
実
施
等
の
観
点
か
ら、

特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
へ
の
早
期
支
援
の
必
要
性
が
高
ま
って
い

る
。背
景
説
明

特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
が
、幼

稚
園
等
に
お
い
て
適
切
な
教
育
が
受
け
ら

れ
な
い
事
態
を
未
然
に
防
ぐと
とも
に
、幼

児
期
の
子
育
て
支
援
の
充
実
の
観
点

か
らも
、私

立
幼
稚
園
等
に
お
け
る
受
入
れ
に
対
す
る
支
援
を
行
う。

目
的
・目
標

 令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

77
億
円

（
前
年
度
予
算
額

75
億
円
）

年
度

S5
3年 度

S6
0年 度

H
2年

度
H

4年
度

H
6年

度
H

11
年
度

R6
年
度

人
数

8人
以
上

7人
以
上

5人
以
上

4人
以
上

3人
以
上

2人
以
上

1人
以
上
※

特
別
な
支
援
が
必
要
な
幼
児
数
の
補
助
基
準
の
推
移

※
R7
年
度
予
算
に
お
い
て
、1
人
受
け
入
れ
園
の
補
助
対
象
は

80
人
未
満
の
園
に
限
定

4

教
育
改
革
推
進
特
別
経
費
（
高
校
等
：
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
学
校
支
援
経
費
）

事
業
内
容

都
道
府
県
が
、教

育
の
質
の
向
上
に
取
り組

む
学
校
に
助
成
を
行
う場

合
、国

が
都
道
府
県
に
対
して
そ
の
助
成
額
の
一
部
を
補
助
。

＜
取
組
み
メ
ニ
ュー
＞

①
次
世
代
を
担
う人

材
育
成
の
促
進
（

45
万
円
）

グ
ロー
バ
ル
人
材
育
成
の
た
め
の
英
語
教
育
の
強
化
、国

際
交
流
の
推
進
、数

理
・デ
ー
タサ
イエ
ン
ス
・A

I教
育
等
の
推
進
等

（
外
部
講
師
の
活
用
等
に
よ
り、
教
育
の
質
の
充
実
に
資
す
る
取
組
が
対
象
）

②
外
国
人
入
学
生
受
入
れ
の
た
め
の
環
境
整
備
（

31
万
円
、９

万
円
）
【新
規
】

外
国
人
入
学
生
受
入
の
た
め
の
校
内
サ
イン
の
設
置
、学

校
生
活
等
の
た
め
の
通
訳
や
サ
ポ
ー
ト人

材
等
の
配
置
等

③
IC

T教
育
環
境
の
整
備
推
進
（

45
万
円
、1

30
万
円
）

情
報
通
信
技
術
活
用
支
援
員
の
配
置
、校

務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
、I

CT
機
器
の
管
理
委
託
（
リー
ス
含
む
）
等

④
教
育
相
談
体
制
の
整
備
（

30
万
円
）

ス
クー
ル
カウ
ン
セ
ラー
や
ス
クー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カー
等
の
活
用
、不

登
校
の
生
徒
等
の
教
育
機
会
に
つ
い
て
の
支
援

等
⑤
職
業
・ボ
ラ
ン
テ
ィア
・文
化
・健
康
・食
等
の
教
育
の
推
進
（

13
万
円
）

職
業
体
験
、ボ
ラン
テ
ィア
活
動
、伝

統
・文
化
体
験
、自

然
体
験
、地

域
社
会
や
産
業
界
等
と連

携
・協
同
した
取
組
、

栄
養
教
諭
の
活
用
な
ど食

に
関
す
る
指
導
の
充
実

等
⑥
安
全
確
保
の
推
進
（

30
万
円
）

ス
クー
ル
バ
ス
に
お
け
る
警
備
員
（
ガ
ー
ドマ
ン
）
等
の
配
置
、登

下
校
時
に
お
け
る
交
通
安
全
指
導
員
等
の
人
員
配
置
、

児
童
生
徒
等
へ
の
講
習
会
（
防
犯
、防

災
、交

通
安
全
）
の
実
施
、地

域
住
民
や
関
連
機
関
等
との
合
同
防
犯
訓
練
の
実
施

等
⑦
特
別
支
援
教
育
に
係
る
活
動
の
充
実
（

40
万
円
）

教
員
の
専
門
性
向
上
の
た
め
の
研
修
や
講
師
派
遣
、個

別
の
支
援
計
画
の
策
定
等
を
は
じめ
とす
る
児
童
生
徒
の
学
習
・生
活
・進
学
・就
職
等
を
サ
ポ
ー
トす
る

支
援
体
制
の
構
築
（
特
別
支
援
教
育
支
援
員
や
コー
デ
ィネ
ー
ター
の
配
置
な
ど）

等
⑧
外
部
人
材
活
用
等
の
推
進
（

45
万
円
）

教
員
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
学
習
指
導
員
、部

活
動
指
導
員
等
の
専
門
ス
タッ
フや
外
部
人
材
等
の
活
用

等
（
教
員
が
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
よ
う、
外
部
人
材
の
配
置
促
進
を
図
る
取
組
が
対
象
）

⑨
教
員
業
務
支
援
員
の
活
用
の
推
進
（

30
万
円
）

教
員
が
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
整
備
の
た
め
の
教
員
業
務
支
援
員
の
配
置

等

 令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

18
億
円

（
前
年
度
予
算
額

17
億
円
）

※
①
か
ら⑨

毎
に
都
道
府
県
補
助
金
の
対
象
とな
った
学
校
数
に
、単

価
を
乗
じた
額
を
補
助
。た
だ
し、
都
道
府
県
補
助
額
の

1/
2を
上
限
とす
る
。

※
補
助
対
象
とな
る
学
校
種
に
つ
い
て
、③

は
幼
稚
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
は
除
く。
⓻
は
幼
稚
園
、幼

保
連
携
型
認
定
こど
も
園
、特

別
支
援
学
校
及
び
特
別
支
援
学
級
を
置
く学
校
は
除
く。
⑨
は
①
～
⑧
に
該
当
す
る
取
組
は
除
く。

※
新
規
事
業
を
除
き
、補

助
要
件
は
前
年
度
と同

様
の
予
定
。

5

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

51
億
円

（
前
年
度
予
算
額

46
億
円
）

◆
医

療
的

ケ
ア

看
護

職
員

の
配

置
4,

56
2百

万
円

(4
,0

37
百

万
円

)（
拡

充
）

 
4,

55
0人

分
⇒

 4
,9

00
人

分
（

＋
35

0人
）

・
医
療
的
ケ
ア看

護
職
員
の
配
置

(校
外
学
習
や
登
下
校
時
の
送
迎
車
両
へ
の
同
乗
を含

む
)を

   
 支
援

・
私
立
幼
稚
園
へ
の
医
療
的
ケ
ア看

護
職
員
配
置
に
係
る
経
費
を都

道
府
県
等
が
負
担
す
る

場
合
、保

育
所
と同

様
に
その

一
部
を補

助
。

医
療

的
ケ

ア
が

必
要

な
児

童
生

徒
等

へ
の

支
援

◆
外

部
専

門
家

の
配

置
等

15
6百

万
円

(1
50

百
万

円
）

(拡
充

)
・
専
門
的
見
地
か
ら、
教
員
に
助
言
等
を行

う、
医
師
や
理
学
療
法
士
、作

業
療
法
士
、

言
語
聴
覚
士
、手

話
通
訳
士
な
どの
専
門
家
の
配
置
を支

援
・
災
害
時
の
非
常
用
電
源
等
の
整
備
を含

め
、特

別
支
援
教
育
体
制
の
整
備
を行

う自
治
体
等

   
 の
ス
ター

トア
ップ
に
係
る
経
費
を支

援
◆

特
別

支
援

学
校

の
セ

ン
タ

ー
的

機
能

強
化

に
か

か
る

教
職

員
定

数
の

改
善

(拡
充

)

◆
聴

覚
障

害
教

育
の

充
実

事
業

40
百

万
円

（
新

規
）

①
手
話
理
解
を含

む
聴
覚
障
害
教
育
の
充
実
に
向
け
て
、児

童
生
徒
等
向
け
の
学
習
コン
テ
ンツ
や

   
  指

導
の
手
引
き等

を作
成

②
各
自
治
体
に
お
け
る
保
健
・医

療
・福
祉
等
の
関
係
機
関
と連

携
した

聴
覚
障
害
の
あ
る
児
童

   
  生

徒
等
や
保
護
者
へ
の
教
育
相
談
等
を充

実

特
別

支
援

教
育

の
指

導
体

制
等

の
充

実

◆
学

校
に

お
け

る
医

療
的

ケ
ア

実
施

体
制

整
備

事
業

31
百

万
円

(3
2百

万
円

)
①

災
害

時
を

含
む

医
療

的
ケ

ア
に

関
す

る
ガ

イ
ドラ

イ
ン

策
定

に
向

け
た

調
査

研
究

（
新

規
）

・
各
自
治
体
に
お
け
る
ガ
イド
ライ
ンの

策
定
を促

進
す
る
た
め
、災

害
時
対
応
を
含
む
盛
り込

む
べ
き

事
項
な
ど、
参
考
とな
る
ひ
な
形
等
を提

示
す
る
た
め
の
調
査
研
究
を
実
施

②
医

療
的

ケ
ア

児
へ

の
保

護
者

の
負

担
軽

減
に

関
す

る
調

査
研

究
・
保
護
者
の
付
添
い
の
状
況
等
を分

析
し、
保
護
者
の
負
担
軽
減
に
関
す
る調

査
研
究
を実

施

発
達

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

へ
の

支
援

◆
発

達
障

害
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
支

援
事

業
89

百
万

円
（

50
百

万
円

）
（

拡
充

）
①

発
達

障
害

の
あ

る
幼

児
児

童
生

徒
に

対
す

る
就

学
前

か
らの

切
れ

目
の

な
い

支
援

体
制

構
築

事
業

46
百

万
円

（
新

規
）

◆
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

な
学

校
運

営
モ

デ
ル

事
業

77
百

万
円

（
79

百
万

円
）

・
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
と障

害
の
な
い
児
童
生
徒
が
交
流
及
び
共
同
学
習
を発

展
的
に
進
め
、一

緒
に
教
育
を受

け
る
状
況
と、
柔
軟
な
教
育
課
程
及
び
指
導
体
制
の
実
現
を目

指
し、
特
別
支
援
学
校
と

   
   
小
中
高
等
学
校
の
い
ず
れ
か
を
一
体
的
に
運
営
す
るイ
ンク
ル
ー
シ
ブな

学
校
運
営
モデ

ル
を構

築
し、
シ
ン
ポ
ジ
ウム

の
開
催
等
を通

じて
、そ
の
成
果
普
及
を実

施

◆
IC

Tを
活

用
した

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

に
対

す
る

指
導

の
充

実
事

業
70

百
万

円
（

10
0百

万
円

）
   

 ・
文
部
科
学
省
著
作
教
科
書

(特
別
支
援
学
校
用

)と
連
動
した

デ
ジ
タル

教
材

(動
画
資
料
等

)を
作
成
し、
障
害
の
特
性
に
応
じた

IC
T端

末
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方

に
つ
い
て
研
究
を実

施
◆

【再
掲

】学
習

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
等

に
対

す
る

IC
Tを

活
用

した
効

果
的

な
支

援
に

関
す

る
実

践
研

究
18

百
万

円
(新

規
)

※
「発

達
障

害
の

あ
る

児
童

生
徒

等
に

対
す

る
支

援
事

業
」の

内
数

障
害

の
あ

る
児

童
生

徒
に

対
す

る
指

導
の

充
実

IC
Tを

活
用

した
指

導
の

充
実

イ
ン

ク
ル

ー
シ

ブ
教

育
シ

ス
テ

ム
の

更
な

る
推

進

特
別

支
援

教
育

就
学

奨
励

費
、独

立
行

政
法

人
国

立
特

別
支

援
教

育
総

合
研

究
所

運
営

費
交

付
金

等
を

別
途

計
上

（
担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
特
別
支
援
教
育
課
）

特
別

支
援

教
育

の
充

実
障

害
の

あ
る

子
供

た
ち

を
誰

一
人

取
り残

さ
ず

、連
続

性
の

あ
る

多
様

な
学

び
の

場
に

お
い

て
、一

人
一

人
の

教
育

的
ニ

ー
ズ

に
応

じた
適

切
な

指
導

や
必

要
な

支
援

が
行

わ
れ

る
よ

う、
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

教
育

シ
ス

テ
ム

構
築

の
た

め
の

特
別

支
援

教
育

の
更

な
る

充
実

を
図

る

・
「５

歳
児
健
康
診
査
」の
健
診
結
果
を
有
効
に
活
用
す
るな

どし
て
、発

達
障
害
の
あ
る幼

児
児
童
等
に
対
す
る
就
学
前
か
らの

早
期
発
見
・早

期
支
援
、円

滑
な
就
学
や
就
学
後
の
適
切
な
支
援
、不

登
校
の

   
 未
然
防
止
等
、切

れ
目
の
な
い
支
援
体
制
を構

築
・
就
学
前
の
診
断
が
困
難
とさ
れ
て
い
る
学
習
障
害
児
に
対
す
る

IC
Tを
活
用
した

効
果
的
な
支
援
に
つ
い
て
実
践
研
究
を実

施
②

効
果

的
か

つ
効

率
的

な
巡

回
指

導
の

実
施

に
向

け
た

モ
デ

ル
構

築
③

管
理

職
を

は
じめ

とす
る

教
員

の
理

解
啓

発
・専

門
性

向
上

の
た

め
の

体
制

構
築
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〈
文

部
科

学
省

　
初

等
教

育
局

特
別

支
援

教
育

課
〉



切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
充
実
事
業

背
景
・課
題

令
和
７
年
度
予
算
額
（
案
）

47
億
円

（
前
年
度
予
算
額

42
億
円
）

特
別
支

援
教

育
の

推
進
を

図
る

た
め

、
医

療
的
ケ

ア
看

護
職

員
を

配
置
す

る
と

と
も

に
、

特
別
な

支
援

を
必

要
と

す
る
子

供
へ

の
就

学
前

か
ら
学

齢
期

、
社

会
参

加
ま

で
の

切
れ
目

な
い

支
援

体
制

の
整
備

や
外

部
専

門
家

の
配
置

を
行

う
。

医
療
的
ケ
ア
看
護

職
員
配
置
事
業

⚫
「
医
療
的

ケ
ア
児

及
び

そ
の
家
族

に
対
す

る
支

援
に
関
す

る
法
律

」

（
成

立
、

施
行
）
の
趣

旨
を
踏

ま
え

、
学
校
に

お
け
る

医

療
的
ケ
ア

の
環
境

整
備

の
充
実
を

図
る
た

め
、

校
外
学
習

や
登
下

校

時
の
送

迎
車

両
に

同
乗

す
る
こ

と
も

含
め

、
自

治
体
等

に
よ

る
医

療

的
ケ
ア
看

護
職
員

の
配

置
を
支
援

⚫
私
立
幼
稚

園
へ
の

医
療

的
ケ
ア
看

護
職
員

配
置

に
係
る
経

費
を
都

道

府
県
等
が

負
担
す

る
場

合
、
保
育

所
と
同

様
に

そ
の
一
部

を
補
助

補
助

対
象
者

学
校

に
お
い

て
医
療

的
ケ
ア
を

実
施

す
る

た
め
に

雇
用
す
る

看
護

師
等

、
介
護

福
祉
士

、
認
定
特

定
行

為
業

務
従
事

者

配
置

の
考
え

方

✓
配

置
人

数
：

人
分

（
←

人
分

）

✓
１

日
６

時
間

、
週
５

回
等
を
想

定
上

記
の
ほ

か
登
下

校
時
の
対

応
分

も
計

上
※

実
際

の
配
置

に
当
た

っ
て
は

、
自
治

体
等

が
実

態
に

応
じ
て

、
雇
用

形
態
（

時
間

・
単

価
等

）
を
決

定
。
訪

問
看
護

ス
テ
ー

シ
ョ

ン
等

へ
委

託
す
る

こ
と
も

可
能
。

特
別
な

支
援

を
必

要
と
す

る
子

供
へ

の
就

学
前
か

ら
学

齢
期

、
社

会
参

加
ま
で

の
切

れ
目

な
い
支

援
体

制
整

備
事

業

⚫
特

別
な

支
援

が
必

要
な
子

供
が

就
学

前
か

ら
社
会

参
加

ま
で

切
れ

目
な

く
支
援

を
受

け
ら

れ
る
体

制
の

整
備
を
行

う
自
治

体
等

の
ス

タ
ー

ト

ア
ッ
プ

を
支

援
※

交
付

初
年

度
か

ら
年

限
り

外
部
専
門
家
配
置

事
業

⚫
専
門

的
見

地
か

ら
、
教

員
に

助
言

等
を

行
う
、

医
師

や
理

学
療

法
士
、

作

業
療

法
士

、
言

語
聴
覚

士
、

手
話

通
訳

士
な
ど

の
専
門
家

の
配
置

を
支

援

（
人
分

←
 

人
分
）

＜
補

助
対

象
＞

都
道

府
県
・
市
区
町
村
・
学
校
法
人

（
幼
稚
園
、
小
・
中
・
高
等
学
校
・
特
別
支
援
学
校
）

＜
補

助
割

合
＞

国
：

補
助
事
業
者
：

連
携

体
制
を

整
備

教
育

委
員
会

・
学
校

と
関
係
機

関
の

連
携

体
制
を

整
備

個
別

の
教
育

支
援
計

画
等
の

活
用

就
学

・
進
級

・
進
学

・
就
労
に

、
個

別
の

教
育
支

援
計
画
等

が
有

効
に
活

用
さ

れ
る
仕

組
づ
く
り

連
携

支
援
コ

ー
デ
ィ

ネ
ー

タ
ー
の

配
置

教
育

委
員
会

・
学
校

と
関
係
機

関
の

連
携

を
促
進

（
早
期
支

援
、

発
達

障
害
支

援
、
学

校
・
病
院

連
携

、
合

理
的
配

慮
、
就
労

支
援

）

普
及
啓
発

市
民
や

他
の

自
治
体

へ
の
普
及

啓
発

災
害

へ
の
備

え
停

電
時

に
も

人
工
呼

吸
器
等
を

利
用

す
る

こ
と
が

で
き
る
よ

う
、

非
常

用
蓄
電

池
等
の

備
品
を
整

備

令
和

７
年

度
予

算
額
（
案
）

百
万
円

前
年
度
予
算
額

百
万
円

医
療

的
ケ

ア
児

支
援
の

た
め

の
人

材
確

保
に

向
け

、
大

学
等

に
お

い
て

、

⚫
看
護
学
部
生
を
対
象
と
し
た
医
療
的
ケ
ア
児
支
援
の
た
め
の
実
習
等
の
試
行
的
実
施

⚫
指

導
的

立
場

等
の

看
護

師
養

成
の

た
め

の
リ

ス
キ

リ
ン

グ
教

育
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
構

築

【
関

連
施

策
】

ポ
ス

ト
コ

ロ
ナ

時
代
の

医
療

人
材

養
成

拠
点

形
成

事
業

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
特
別
支
援
教
育
課

億
円
（

年
間
（

令
和

年
度

～
年
度

）
：

箇
所
×

万
円

）

テ
ー
マ

：
医
療

的
ケ

ア
児

支
援

に
お

け
る

指
導

的
立

場
の

看
護

師
養

成

（
国

都
道
府
県
等

）

「５
歳
児
健
康
診
査
」の
結
果
を
有
効
に
活
用
す
る
な
どし
て
、発

達
障
害
の
あ
る
幼
児
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
就
学
前
か
らの
早
期
発
見
・早
期
支
援
、円

滑
な
就
学
や
就
学
後
の
適
切
な
支
援
、

不
登
校
の
未
然
防
止
等
、切

れ
目
の
な
い
支
援
体
制
を構

築
す
る
。

全
て
の
学
級
に
特
別
な
教
育
的
支
援
が
必
要
な
児
童
生
徒
が
在
籍
して

い
る
可
能
性
が
あ
り（

「学
習
面
又
は
行
動
面
で
著
しい

困
難
を
示
す
」：

推
定
値

8.
8％

（
義
務
・R

4調
査
）
）
、発

達
障
害
に
よ
り通

級
に
よ
る
指
導
を受

け
る
児
童
生
徒
も
増
加
して

い
る
。こ
の
よ
うな

状
況
を
踏
ま
え
、各

自
治
体
に
お
け
る
５
歳
児
健
康
診
査
の
実
施
が
進
む
中
、従

来
見
過
ご
され

て
き
た
発
達
障
害
の

特
性
の
あ
る
幼
児
等
を
把
握
す
る
ケ
ー
ス
の
急
増
も
予
想
され

、発
達
障
害
の
あ
る
幼
児
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
、就

学
前
か
らの

切
れ
目
の
な
い
支
援
体
制
の
構
築
や
、学

校
に
お
け
る
適
切
な
支
援
の

推
進
、通

級
指
導
の
充
実
等
が
求
め
られ

て
い
る
。

令
和

7年
度
予
算
額
（
案
）

0.
9億

円
（
前
年
度
予
算
額

0.
5億

円
）

発
達
障
害
の
あ
る
幼
児
児
童
生
徒
に
対
す
る
就
学
前
か
らの

切
れ
目
の
な
い
支
援
体
制
構
築
事
業

担
当
：
初
等
中
等
教
育
局
特
別
支
援
教
育
課

14
百
万
円

⚫
幼
稚
園
等
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
体
制
モ
デ
ル
構
築
事
業

⚫
学
習
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
に
対
す
る

IC
Tを
活
用
した

効
果
的
な
支
援
に
関
す
る
実
践
研
究

46
百
万
円
【新
規
】

発
達
障
害
の
特
性
の
あ
る
幼
児
等
に
対
す
る
幼
稚
園
等
に
お
け

る
適
切
な
支
援
、小

学
校
等
へ
の
円
滑
な
引
継
ぎ
及
び
幼
稚
園

教
員
等
の
専
門
性
向
上
に
つ
い
て
実
践
研
究
を行

い
、幼

稚
園

等
に
お
け
る
特
別
支
援
教
育
体
制
の
モ
デ
ル
を構

築
す
る
。

効
果
的
か
つ
効
率
的
な
通
級
に
よ
る
指
導
に

向
け
た
モ
デ
ル
を
構
築
し、
全
国
的
な
普
及
を
図

る
。

管
理
職
も
含
め
た
全
て
の
教
員
が
発
達
障

害
を
含
む
特
別
支
援
教
育
に
取
り組

ん
で
い
く

た
め
の
体
制
構
築
等
に
関
す
る
研
究
を
行
う。

現
状
・課
題

管
理
職
を
は
じめ

とす
る
教
員
の
理
解
啓
発
・専
門
性
向
上
の
た
め
の
体
制
構
築
事
業

13
百
万
円

幼
稚
園
等
に
お
け
る

特
別
支
援
教
育
体
制
の
整

備

就
学
先
へ
の

円
滑
な
引
継
ぎ

幼
稚
園
教
員
等
向
け

研
修
プ
ログ
ラム

の
開
発

手
引
き
作
成

⚫
特
別
支
援
教
育
・不
登
校
担
当
の
校
内
連
携
体
制
の

在
り方

に
関
す
る
調
査
研
究

発
達
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
早
期
発
見
・早
期

支
援
、不

登
校
の
未
然
防
止
等
に
資
す
る
、校

内
支
援
体
制

の
在
り方

に
つ
い
て
、実

態
調
査
や
事
例
収
集
・分
析
を行

う。

・
特
性
に
応
じた

き
め
細
や
か
な
対
応

・
教
育
活
動
の
充
実

企
業

専
門
家

教
員
と外

部
専
門
家
等

との
連
携

引
き
継
ぎ

支
援
の
対
象
と

す
べ
き
子
供
を

幅
広
く把

握
連
携

連
携

7箇
所

×
1.

9百
万
円

都
道
府
県
・市

区
町
村
教
育
委
員
会

•
一
人
一
台
端
末
も
活
用
し、
学
習
上
の
困
難
等
を
早
期
か
つ

客
観
的
に
把
握

•
一
人
一
台
端
末
の
ア
クセ

シ
ビリ
テ
ィ機

能
（
読
上
げ
機
能
や

音
声
入
力
等
）
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
器
等
の
積
極
的
な
活
用

校
内
委
員
会
の

構
成
・運

営
方
法

の
在
り方

校
内
の
不
登
校

支
援
体
制

との
連
携

組
織
的
な
対
応

学
習
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
へ
の
就
学
後
の
早
期
発
見
・

早
期
支
援
の
充
実
の
た
め
、一

人
一
台
端
末
を
含
む

IC
T機

器
を
活
用
した

効
果
的
な
支
援
に
関
す
る
実
践
研
究
を
実
施
す
る
。

※
「学

習
面
で
著
しい

困
難
を
示
す
」：

推
定
値

6.
5％

（
義
務
・R

4調
査
）

発
達
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
等
に
対
す
る
支
援
事
業

6箇
所

×
4.

6百
万
円

都
道
府
県
・市

区
町
村
教
育
委
員
会

効
果
的
か
つ
効
率
的
な
巡
回
指
導
の
実
施
に
向
け
た
モ
デ
ル
構
築
事
業

28
百
万
円

4箇
所

×
3.

3百
万
円

都
道
府
県
・指

定
都
市
教
育
委
員
会

5箇
所

×
3.

7百
万
円

都
道
府
県
・市

区
町
村
教
育
委
員
会

1箇
所

×
14
百
万
円

民
間
団
体
等

事
業
内
容

《《
保保

育育
関関
係係

予予
算算
案案
のの

主主
なな

内内
容容
》》

※※
点点

線線
内内

はは
令令

和和
６６

年年
度度
補補

正正
予予
算算
にに

おお
いい

てて
計計

上上

１１
「「
ここ

どど
もも

未未
来来
戦戦

略略
」」

にに
基基
づづ

くく
対対
応応

○
こ

ど
も

誰
で
も

通
園
制
度

を
制

度
化

し
、
乳

児
等
通
園

支
援

事
業

（
こ
ど

も
誰
で
も

通
園

制
度

）
に
つ

い
て
、
令

和
７

年
度

に
限
り

地
域
子
ど

も
・

子
育

て
支
援

事
業
で

実
施

す
る
。

○
保

育
士

等
の
処

遇
改
善
に

つ
い

て
、

令
和
６

年
人
事
院

勧
告

を
踏

ま
え
た

対
応
を
実

施
。

○
保

育
所

等
に
お

け
る
１
歳

児
の

職
員

配
置
に

つ
い
て
６

対
１

か
ら

５
対
１

へ
の
改
善

を
進

め
る

。

２２
「「
新新

子子
育育

てて
安安
心心

ププ
ララ

ンン
」」
後後

のの
保保
育育

提提
供供

体体
制制

のの
確確
保保

等等
①①

保保
育育
のの

提提
供供
体体

制制
のの
確確

保保
〇

受
け
皿

の
整
備
＜

一
部

補
正

予
算
＞

過
疎
地

域
の
市
町

村
に

お
け

る
保
育

機
能
確
保

の
た

め
の

統
廃
合

・
多
機
能

化
、

こ
ど

も
誰
で

も
通
園
制

度
に

係
る

整
備
費

の
国
庫
補

助
率

を
嵩

上
げ
す

る
（

1/
2→

2/
3）

。
ま

た
、

待
機
児
童

対
策

の
た

め
の
整

備
費
に
つ

い
て

、
補

助
率
嵩

上
げ
要
件

の
見

直
し

を
行
う

。

〇
過

疎
地

域
に
お
け

る
保

育
機

能
確
保

・
強
化

  
過

疎
地

域
の
保
育

機
能

の
確

保
・
強

化
を
図
る

た
め

、
地

域
に
お

け
る
子
育

て
拠

点
と

し
て
、

地
域
の
人

々
も

交
え

た
様
々

な
取
組
を

実
施

す
る

た
め
の

経
費
を
支

援
し

、
多
機

能
化
を

図
る
た
め

の
モ

デ
ル

を
構
築

す
る
。

②②
ここ
どど

もも
誰誰
でで

もも
通通
園園
制制

度度
のの

創創
設設
【【
一一
部部

再再
掲掲
】】

〇
こ

ど
も

誰
で
も
通

園
制

度
を

制
度
化

し
、
乳
児

等
通

園
支

援
事
業

（
こ
ど
も

誰
で

も
通

園
制
度

）
に
つ
い

て
、

令
和

７
年
度

に
限
り
地

域
子

ど
も

・
子
育

て
支
援
事

業
で

実
施
す

る
。

〇
利

用
者

の
利
用
予

約
、

事
業

者
の
請

求
事
務
等

を
容

易
に

行
う
こ

と
が
で
き

る
こ

ど
も

誰
で
も

通
園
制
度

総
合

支
援

シ
ス
テ

ム
の
運
用

保
守

経
費

や
機
能

改
修
経
費

を
計

上
し
、

適
切
な

シ
ス
テ
ム

運
用

を
図

る
。
＜

一
部
補
正

予
算

＞

〇
こ

ど
も

誰
で
も
通

園
制

度
実

施
施
設

に
お
け
る

IC
T化

を
推

進
す

る
た
め
、

空
き

枠
の

登
録
等

を
行
う
た

め
の

I
CT
機

器
及

び
イ
ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

環
境
の

整
備
、
入

退
室

管
理

を
行

う
た
め

の
タ
ブ
レ

ッ
ト

型
端

末
の
導

入
、
キ
ャ

ッ
シ

ュ
レ

ス
決
済

に
係
る
機

器
の

導
入

費
用
の

一
部
を
補

助
す

る
。

〇
広

域
的

保
育
所
等

利
用

事
業

に
つ
い

て
、
保
育

所
等

へ
の

送
迎
に

支
障
が
出

な
い

範
囲

で
こ
ど

も
誰
で
も

通
園

制
度

実
施
施

設
へ
の
児

童
の

送
迎

を
可
能

と
す
る
。

２２
兆兆

４４
，，
５５
１１

２２
億億

円円
++

２２
，，
１１

２２
５５

億億
円円

（（
２２
兆兆

２２
，，
９９

６６
００

億億
円円

））

令
和
７
年
度

保
育
関
係
予
算
案
の
概
要

（
令

和
７

年
度
予

算
案
・
令

和
６

年
度

補
正
予

算
）

 
（

前
年
度

予
算
額

）

《《
保保

育育
関関
係係

予予
算算
案案
のの

主主
なな

内内
容容

（（
続続
きき
））

》》

２２
「「
新新

子子
育育

てて
安安

心心
ププ
ララ

ンン
」」
後後

のの
保保
育育

提提
供供
体体
制制

のの
確確
保保

等等
（（
続続
きき

））
③③

保保
育育
人人

材材
のの
確確

保保
及及
びび

保保
育育

のの
質質

のの
向向
上上

等等
〇

指
定
保

育
士
養
成

施
設

へ
の

修
学
の

促
進
及
び

保
育

所
等

へ
の
就

職
率
の
向

上
を

図
る

た
め
、

指
定
保
育

士
養

成
施

設
に
通

う
学
生
へ

の
修

学
資

金
貸
付

に
つ
い
て

、
学

費
の

貸
付

を
受
け

て
い
な
い

学
生

を
対

象
に
、

「
就
職
準

備
金

」
の

み
の
貸

付
け
を
行

う
こ

と
を

可
能
と

す
る
。
＜

一
部

補
正

予
算
＞

〇
ま

た
、

保
育
士
・

保
育

所
支

援
セ
ン

タ
ー
の
機

能
強

化
を

図
る
と

と
も
に
、

保
育

士
等

の
職
場

環
境
の
改

善
の

た
め

、
都
道

府
県
が
実

施
す

る
保

育
事
業

者
に
対
す

る
巡

回
支
援

に
つ
い

て
補
助
基

準
額

の
拡

充
を
図

る
ほ
か
、

保
育

事
業

者
へ
の

保
育
所
等

に
お

け
る

保
護
者

等
の
対
外

的
な

対
応

を
援
助

す
る
者
に

よ
る

巡
回

に
つ
い

て
も

支
援
の

対
象
と

す
る
。

〇
保

育
補

助
者
雇
上

強
化

事
業

に
つ
い

て
、
経
験

年
数

に
応

じ
た
補

助
基
準
額

に
見

直
す

。

〇
保

育
士

宿
舎
借
り

上
げ

支
援

事
業
に

つ
い
て
、

補
助

基
準

上
限
額

の
見
直
し

等
を

行
う

。

〇
保

育
士

養
成
施
設

に
対

す
る

就
職
等

促
進
支
援

事
業

に
つ

い
て
、

中
高
生
段

階
か

ら
就

職
時
期

に
渡
る
、

保
育

士
と

し
て
の

キ
ャ
リ
ア

選
択

を
後

押
し
す

る
組
織
的

な
取

り
組
み

を
積
極

的
に
行
う

指
定

保
育

士
養
成

施
設
を
支

援
す

る
た

め
、
取

組
内
容
の

明
確

化
及

び
補
助

単
価
の
見

直
し

を
行

う
。

〇
保

育
所

等
に
お
け

る
保

育
の

内
容
の

質
の
確
保

・
向

上
を

推
進
す

る
た
め
、

保
育

士
等

に
対
す

る
研
修
を

実
施

・
支

援
す
る

と
と
も
に

、
地

域
に

お
け
る

保
育
の
質

の
向

上
の
体

制
整
備

等
に
関
す

る
調

査
研

究
を
実

施
す
る
。

３３
保保
育育

DDXX
のの

推推
進進

等等

①①
保保
育育

DDXX
のの
推推

進進
保
育

現
場
や

自
治
体
職

員
、

保
護

者
の
負

担
を
軽
減

し
、

こ
ど

も
と
向

き
合
う
時

間
の

確
保

や
保
育

の
質
の
向

上
に

関
わ

る
業
務

に
注
力
で

き
る

環
境

を
実
現

す
る
た
め

、
『

ⅰ
保
育

所
等
の

更
な
る
I
C
T環

境
整

備
』
、

『
ⅱ

給
付

・
監
査

等
の
保

育
業
務
ワ

ン
ス

オ
ン

リ
ー
に

向
け
た
「

施
設

管
理

プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ
ー

ム
」

及
び

保
活
ワ

ン
ス

ト
ッ

プ
に
向

け
た
「

保
活
情
報

連
携

基
盤

」
の
整

備
』
、
『

ⅲ
先
端

的
な
保

育
I
CT
の

シ
ョ

ー
ケ

ー
ス
化

や
人
材
育

成
・

普
及

啓
発
の

モ
デ
ル
と

な
る

「
保

育
I
CT
ラ

ボ
」

へ
の

支
援
』

な
ど
を

行
う
。

②②
保保
育育

所所
等等
にに

おお
けけ
るる
ここ

どど
もも

のの
安安

全全
対対
策策

のの
推推
進進

睡
眠

中
の
事

故
防
止
対

策
に

必
要

な
機
器

（
午
睡
セ

ン
サ

ー
）

、
こ
ど

も
の
見
守

り
に

必
要

な
機
器

（
AI
 見

守
り

カ
メ

ラ
）
や

性
被
害
防

止
の

た
め

の
設
備

支
援
な
ど

、
こ

ど
も

の
安

全
対
策

に
資
す
る

設
備

等
の

導
入
支

援
を
行
う

。
＜

一
部

補
正
予

算
＞

４４
多多
様様

なな
保保

育育
のの

充充
実実

○
保

育
所

等
に
お

け
る
医
療

的
ケ

ア
児

の
支
援

に
つ
い
て

、
「

こ
ど

も
未
来

戦
略
」
を

踏
ま

え
、

効
果
的

・
効
率
的

な
巡

回
に

よ
る
看

護
師
配
置

等
を

進
め

る
と
と

も
に
、

医
療

的
ケ
ア

児
が
園

外
活
動
を

行
う

際
の

移
動
経

費
を
新
た

に
支

援
す

る
。

ま
た
、

補
助
率

嵩
上
げ
要

件
の

見
直

し
を
行

う
。
（
医

療
的

ケ
ア

児
の
受

入
れ
体
制

拡
充

の
た

め
、
新

た
な
保
育

所
等

に
お

い
て
、

医
療
的
ケ

ア
児

の
受

入
れ
を

開
始
す

る
自

治
体
に

つ
い
て

は
、
補
助

率
を

嵩
上

げ
。
）

12　2025.  3 私幼時報

〈
こ

ど
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庁
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《《
保保

育育
関関
係係

予予
算算
案案
のの

主主
なな

内内
容容

（（
続続
きき
））
》》

５５
認認

可可
外外

保保
育育
施施

設設
のの

質質
のの
確確

保保
・・
向向

上上
 
 

  
  

○
認

可
外

保
育
施

設
が
遵
守

・
留

意
す

べ
き
内

容
や
重
大

事
故

防
止

等
に
関

す
る
指
導

・
助

言
を

行
う
「

巡
回
支
援

指
導

員
」

の
地
方

自
治
体
へ

の
配

置
や

、
必
要

な
知
識
、

技
能

の
修
得

及
び
資

質
の
確
保

の
た

め
の

研
修
の

実
施
等
、

認
可

外
保

育
施
設

の
質
の
確

保
・

向
上

に
取
り

組
む
。

〇
  
ま

た
、

指
導
監

督
基
準
を

満
た

さ
な

い
施
設

に
対
し
、

引
き

続
き

、
基
準

を
満
た
す

た
め

に
必

要
な
施

設
の
改
修

や
移

転
及

び
保
育

士
の
資
格

取
得

に
対

す
る
支

援
を
行

う
こ

と
で
、

認
可
外

保
育
施
設

の
質

の
向

上
及
び

安
全
確
保

を
図

る
。

６６
子子

どど
もも

・・
子子
育育

てて
支支

援援
制制
度度

のの
推推
進進

○
す

べ
て

の
子
ど

も
・
子
育

て
家

庭
を

対
象
に

、
市
区
町

村
が

実
施

主
体
と

な
り
、
教

育
・

保
育

、
地
域

の
子
ど
も

・
子

育
て

支
援
の

量
的
拡
充

及
び

質
の

向
上
を

図
る
。

ま
た

、
保

育
士
の

処
遇
改
善

、
幼

児
教

育
・
保

育
の
無
償

化
、

企
業

主
導
型

の
事
業
所

内
保

育
へ

の
支
援

等
を
引
き

続
き

実
施

す
る
。

① ①
子子

どど
もも

のの
たた
めめ

のの
教教
育育

・・
保保

育育
給給

付付
等等

○
保
育

所
等
に

お
け
る
１

歳
児

の
職

員
配
置

に
つ
い
て

６
対

１
か

ら
５
対

１
へ
の
改

善
を

進
め

る
。
【

再
掲
】

○
保
育

士
等
の

処
遇
改
善

に
つ

い
て

、
令
和

６
年
人
事

院
勧

告
を

踏
ま
え

た
対
応
を

実
施

。
ま

た
、
処

遇
改
善
等

加
算

の
一

本
化
等

を
行
う
。

【
一

部
再

掲
】

○
そ
の

他
、
公

定
価
格
の

改
善

を
図

る
。

【
主

な
内
容

】

◇
公
定
価
格
算
定
上
の
定
員
区
分
に
つ
い
て
、
定
員
が
小
さ
い
区
分
の
細
分
化
を
行
う
。

 ◇
定
員
超
過
減
算
に
つ
い
て
待
機
児
童
対
策
の
た
め
に
５
年
に
延
長
し
て
い
た
期
間
を
２
年
に
見
直
す
。

 ◇
主
任
保
育
士
専
任
加
算
等
の
要
件
と
し
て
、
災
害
時
に
お
け
る
地
域
支
援
の
取
組
を
追
加
す
る
。

②②
地地
域域

子子
どど
もも

・・
子子
育育
てて

支支
援援

事事
業業

○
一
時

預
か
り

事
業
に
つ

い
て

、
一

般
型
に

つ
い
て
補

助
基

準
額

の
見
直

し
を
行
う

と
と

も
に

、
幼
稚

園
型
Ⅰ
に

つ
い

て
職

員
配
置

基
準
の
改

善
等

を
踏

ま
え
た

単
価
の

引
上

げ
を
行

う
。

○
延
長

保
育
事

業
に
つ
い

て
、

事
業

を
実
施

す
る
職
員

の
配

置
基

準
に
つ

い
て
、
認

可
保

育
所

の
通
常

の
保
育
時

間
に

お
け

る
配
置

基
準
と
同

様
と

な
る

よ
う
引

き
上
げ

る
と

と
も
に

、
平
均

対
象
児
童

数
が

21
人

以
上
の

施
設
に
お

け
る

補
助

の
拡
充

を
行
う
。

○
病
児

保
育
事

業
に
つ
い

て
、

種
類

の
異
な

る
感
染
症

に
罹

患
し

た
児
童

を
複
数
預

か
る

場
合

に
お
い

て
、
保
育

士
等

の
加

配
を
行

う
。

《《
保保

育育
関関
係係

予予
算算
案案
のの

主主
なな

内内
容容

（（
続続
きき
））

》》

③③
企企
業業

主主
導導
にに

よよ
るる
多多
様様

なな
就就

労労
形形

態態
等等
にに

対対
応応
しし
たた

多多
様様

なな
保保

育育
のの
支支

援援

○
仕
事

と
子
育

て
と
の
両

立
に

資
す

る
子
ど

も
・
子
育

て
支

援
の

提
供
体

制
の
充
実

を
図

る
た

め
、
企

業
主
導
型

の
事

業
所

内
保
育

等
の
保
育

を
支

援
す

る
。

〇
企
業

主
導
型

保
育
事
業

に
つ

い
て

、
次
の

拡
充
等
を

行
う

。

【
主

な
内
容

】

◇
認
可
保
育
所
等
に
お
け
る
改
正
を
踏
ま
え
た
改
善

・
職
員
の
配
置
の
充
実
（
３
歳
児
お
よ
び
４
・
５
歳
児
）
、
延
長
保
育
加
算
・
病
児
保
育
加
算
・
医
療
的
ケ
ア
児
保
育
支
援
加
算
の
改
正

 ◇
令

和
６

年
人
事

院
勧

告
を

踏
ま

え
た

処
遇
改

善

○
企
業
主
導
型
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
利
用
者
支
援
事
業
に
つ
い
て
、
発
行
枚
数
の
管
理
等
、
適
切
な
執
行
管
理
の
継
続
や
持
続
可
能

な
制
度
運
用
の
在
り
方
の
検
討
を
進
め
つ
つ
、

多
様
な
働
き
方
を
し
て
い
る
労
働
者
に
お
け
る
ベ
ビ
ー
シ
ッ
タ
ー
派
遣
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
支
援
す
る
。

７７
そそ
のの

他他

○
社

会
福

祉
施
設

職
員
等
退

職
手

当
共

済
事
業

に
つ
い
て

、
保

育
所

等
に
対

す
る
公
費

助
成

を
一

旦
継
続

し
つ
つ
、

公
費

助
成

の
在
り

方
に
つ
い

て
、

他
の

経
営
主

体
と
の

イ
コ

ー
ル
フ

ッ
テ
ィ

ン
グ
の
観

点
及

び
こ

ど
も
・

子
育
て
支

援
加

速
化

プ
ラ
ン

に
基
づ
く

保
育

人
材

確
保
の

状
況
等
を

踏
ま

え
て

、
更
に

検
討
を
加

え
、

令
和

８
年
度

ま
で

に
改
め

て
結

論
を
得

る
。

○
｢待

機
児

童
解

消
に
向
け

て
緊

急
的

に
対
応

す
る
取
組

｣に
よ

り
実

施
す

る
財
政
支

援
な

ど
、

待
機
児

童
対
策
と

し
て

設
け

ら
れ
た

補
助
率
・

補
助

単
価

の
嵩
上

げ
や
補
助

要
件

の
設
定

に
つ
い

て
見
直
し

を
実

施
。
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ヒューマンエラー

防止

デジタルに
よる見守り

エンジン停止後にブザーが鳴ります。
見回りながら後部に設置したリモコンボタンを押してブザーを止めます。

1027_私幼時報_掲載広告縦( 65×175mm)

1 月 21 日（火）、東京・アルカディア市ヶ谷で令
和 6年度政令指定都市特別委員会研修会が開催され、
全国から約 80名が参加しました。
はじめに、尾上正史全日私幼連会長から開会のあい

さつがあり、次に角谷正雄全日私幼連副会長から開会
のあいさつがありました。その後、三木治郎全日私幼
連政令指定都市特別委員長による趣旨説明がありまし
た。研修会の概要は下記のとおり。
●講座①：�「こども誰でも通園制度の本格実施を見据

えた事業理念について」

講　師：こども家庭庁成育局保育政策課
　　　　　課長補佐　出口　貴史

●講座②：�「アタッチメントが拓く子どもの未来「安
心感の輪」と非認知的な心の発達」

講　師：東京大学大学院教育学研究科教授
　　　　　同附属発達保育実践政策学
　　　　　センター長　遠藤　利彦
最後に藪淳一全日私幼連政令指定都市特別委員会副

委員長による閉会のあいさつで研修会は終了いたしま
した。

1月 20 日（月）、東京・アルカディア市ヶ谷で令
和 6年度全国教育研究担当者会議が開催され、全国か
ら約 100名が参加しました。
はじめに、山西幸子全日私幼連副会長からあいさつ、

宮下友美惠（一財）全日私幼研究機構副理事長から趣
旨説明がありました。研修会の概要は下記のとおり。
●講演①：�「こどもがまんなか PROJECT からみる、

全日私幼連と機構」
講　師：全日本私立幼稚園連合会
　　　　会長　　尾上　正史

●報告①：�「事前質問に対する回答／教育研究委員会
からの報告」

講　師：全日本私立幼稚園連合会
　　　　教育研究委員長　岡本　潤子
講　師：全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
　　　　教育研究委員長／研修チーム長
　　　　全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
　　　　ECEQ®・評価チーム長 藪　　淳一

講　師：全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
　　　　ゆたかなまナビ /オンデマンド
　　　　チーム長 川原恒太郎
講　師：全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
　　　　ゆたかなまナビ /システム
　　　　チーム長 野波　雅紀

●講演②：�「『幼児教育における保育実践の質評価ス
ケール案』の紹介と研修での活用」

講　師：国立教育政策研究所 掘越　紀香
●講演③：�「来るべき時代にどのような能力が必要に

なるのか 考えてみましょう」
　　　　全日本私立幼稚園幼児教育研究機構
講　師：理事長 安家　周一
最後に安達譲（一財）全日私幼研究機構副理事長に

よる閉会のあいさつで研修会は終了いたしました。

令和 6 年度政令指定都市特別委員会研修会が開催

令和 6 年度全国教育研究担当者会議が開催

● 1.21 令和 6 年度政令指定都市特別委員会研修会

● 1.20 令和 6 年度全国教育研究担当者会議
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「令和 6年度公定価格変更について」
認定こども園委員会
副委員長　安本　照正

認定こども園通信 5

去る令和 6年 12月末、公定価格が変更されました。今年は例年より 2週間くらい遅く少数与党となるとこのような事に
も影響が出てきたのかと推察されます。
1. 今年度の見直し概要
新制度の公定価格は、国家公務員給与の人事院勧告の影響を大きく受けることはすでに御存知のことと思います。例年

10～ 11月頃の人事院勧告の発表により、年度当初にさかのぼって単価の見直しが行われます。そして今年は、何といって
も昨年度以上の単価上昇と、地域区分の見直しが人事院勧告でなされました。その公定価格への影響、①人勧分は「+10.7％」
②地域区分は「令和７年４月からの見直しは実施せず、引き続き見直し方法について丁寧に議論を進めていく（第８回子子
分科会　資料７　２ページ）」となりました。
①　�人勧分が昨年度の「+5.2％」を大きく上回っていますので、今年度末の一時金支払いや、未払金支払い処理による
翌年度支払いといった会計処理が必要になると思われます。

②　�地域区分の見直しは全日私幼連内でも丁寧な議論が必要と思われますが、都道府県内格差のある地域にとっては「最
低賃金」を守れる基準にするのは大前提と思われます。

2. 過年度の人勧分ってきちんと入っているの？
さて、今年の公定価格の見直しについては主に上記 2点になりますが、個人的には「人勧分」にずっと引っかかっている

ことがあります。過去の人勧分って、本当にきちんと入っているのでしょうか？「きちんと入っている」とは「累積人勧分
を除いた賃金及び経費は維持される」ということです。
新制度が始まった平成 27年度からの人勧率と「認定こども園・教育区分・その他地域・定員 300人以上区分・3歳児区

分」の「基本分単価」と「処遇改善等加算Ⅰ単価」の推移表（下記表 1）を国からのデータを基に個人的に算出致してみま
したのでご覧ください。
表 1� （月額）

年度 H27 H28 H29 H30 H31 R01 R02 R03 R04 R05 R06
無償化前 無償化後

人勧率 1.9% 1.3% 1.1% 0.8% 1.0% 1.0% -0.3% 0.0% 1.2% 5.2% 10.7%
人勧率累計 1.9% 3.2% 4.3% 5.1% 6.1% 6.1% 5.8% 5.8% 7.0% 12.2% 22.9%
基本分単価 25,590 26,360 26,550 26,760 26,780 26,860 26,780 26,880 27,180 28,460 30,960
処遇改善加算Ⅰ 230 240 240 250 250 250 250 250 250 260 290

※ 4 月～ 9 月 ※ 10 月～ 3 月

このような数値で推移しています。それでは、それぞれの基本額から「人勧分累計」に当たる金額を差し引いて、人勧累
計額が加わる前の金額の推移を（下記表 2）を作成したのでご覧ください。
表 2� （月額）
年度 H27 H28 H29 H30 H31 R01 R02 R03 R04 R05 R06
基本分単価　前年度差額 770 190 210 20 80 -80 100 300 1,280 2,500
基本分単価　H27 差額 770 960 1,170 1,190 1,270 1,190 1,290 1,590 2,870 5,370
簡便な方式による人勧累計額 437 768 1,032 1,275 1,525 1,525 1,450 1,450 1,750 3,172 6,641
基本分単価 - 人勧累計額 25,153 25,592 25,518 25,485 25,255 25,335 25,330 25,430 25,430 25,288 24,319
人勧差し引き後金額
前年度との差額 - 439 -74 -33 -230 80 -5 100 0 -142 -969

人勧差し引き後金額
H27 年度との差額 - 439 365 332 102 182 177 277 277 135 -834

人勧差し引き後金額
R02 年度との差額 - - - - - - - 100 100 -42 -1,011

※「人勧額」の算出に当たっては簡便な方式を採用
※令和 2年度の公定価格見直しを鑑み、H27に加え R02基準の比較も付け足した。

最終的に数値が下がっていることが見てとれます。最低賃金も物価も上がっており、一人当たりの金額が算出されました。
この表によると仮に実員 301人と仮定した場合、年間でどれくらいになるのか（下記表 3）を作成しましたのでご覧ください。
表 3� （年額）

年度 H27 H28 H29 H30 H31 R01 R02 R03 R04 R05 R06
無償化前 無償化後

人勧差引後金額　 
年間　前年度差 - 1,585,668 -267,288 -119,196 -830,760 288,960 -18,060 361,200 0 -512,904 -3,500,028

人勧差引後金額 
年間　H27 差 - 1,585,668 1,318,380 1,199,184 512,904 639,324 1,000,524 1,000,524 487,620 -3,012,408

人勧差引後金額 
年間　R02 差 - - - - - - 361,200 361,200 -151,704 -3,651,732

算出結果として見えてきたのは、累積した賃金（人勧分及び人勧前の賃金）をそのまま引き継ぐと経費に充てる金額が最
終的には下がっていることが分かります。このままでは園の運営が厳しいことが、見てとれます。ここでは例として「認定
こども園、教育区分、その他地域、301人以上」の基本分単価だけを例示しましたが、実は他の区分でも全体的に同様の推
移がみられます（他加算は未検討）。

以上、令和 6年度の「公定価格見直し概要」と「過年度の人勧分ってきちんと入っているの？」という 2点についてのデー
タを基に、算出した数値から見えてきたことをお伝えしました。
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1．こどものニーズと権利に基づく防災計画へ
日本は、災害大国であり、東日本大震災以降を考
えても、熊本地震、能登半島地震などが起き、また
九州豪雨や西日本豪雨を始め、台風などの被害も起
きています。園でも避難訓練はなされており、マニュ
アルは作られていても、実際には事態が起きてから
の対応になってきました。こども家庭庁の中で能登
半島地震直後に委員の中からも、子ども目線の防災
対策がなされるべきとの意見が出ました。現在の国
の防災基本計画（内閣府）では、災害弱者の項目に、
火災弱者に関して、「高齢者、障害者、外国人等の
災害弱者に対しては、防災知識の普及、災害時の情
報提供、避難誘導、救護・救済対策等の様々な面で

配慮が必要であり、このため、平常時から地域にお
いて災害弱者を支援する体制が整備されるよう努め
るとともに、平常時には、避難誘導はもとより、高
齢者、障害者の避難場所での健康管理、応急仮設住
宅への優先的入居等に努める。」とありますが、そ
こには「子どもの視点」はありません。女性の視点は、
避難所で入れられるようになりましたがこどもの視
点はこれからです。そのため、こども家庭庁の基本
政策部会では、国際的な人道支援に長年勤めておら
れているセーブザチルドレンジャパンの赤坂美由紀
さんにお話を伺うなど次年度以降の子ども政策に防
災等が入るように尽力されています。実際に震災の
後には国も県や関連自治体も子どもたちへの「こど

　　〜年間連載③〜
令和 7年 1月号より、学習院大学文学部教育学科の秋田喜代美教授による年間連載を開始いたします。「国際的な保育幼児教育の動向」
について、SDGs や保育の専門性などにも触れながらの連載となります。乳幼児教育に長年携われている秋田先生の連載より、幼児教
育への理解を深める機会にしていただけますと幸いです。

第 3回　
こどもの権利ベースの防災計画と対応の基準

学習院大学
文学部教育学科教授　秋田　喜代美

（修正のお詫び） 前号において私の連載のタイトルが 「幼児教育の実践とデジタルツール」 とすべきところがこちら

の見落としで 「幼児教育の実践とデジタルデツール」 と誤字が挿入されたまま印刷刊行されることになりましたこと、

お詫び申し上げます。
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もの居場所づくり」さまざまな支援がなされてきて
いますが、今後どこの地域で起きてもおかしくない
ために、保育に関わる人が有事対応の国際基準や一
定の知識を知っておくことが重要と考えられます。
2．�「人道行動における子どもの保護の最低基準」

と「子どものための心理的応急処置」
2019 年に「人道行動における子どもの保護の最
低基準（第 2版）」（Minimum Standards for Child 
Protection in Humanitarian Action：CPMS）�
が刊行され、日本でも 2020 年に翻訳が刊行され
ています（https://www.savechildren.or.jp/
news/publications/download/cpms2.pdf）。
これは緊急支援の現場において、子どもたちを暴力
や虐待、搾取から適切に守り、子どもの権利を実現
するための概念および具体的措置が記載された国際
基準です。そこには幼児についての基準や内容も書
かれています。そして 10の原理が述べられていま
す。それらは「原則 1：生存と発達」「原則 2：差
別禁止と包摂（インクルージョン）」「原則 3：子ど
もの参加」「原則 4：子どもの最善の利益」「原則 5：
人々の安全、尊厳、権利の保障を高め、さらなる危
害にさらさないようにすること」「原則 6：人々の
ニーズに基づいた差別のない公平な支援へのアクセ
スを確保すること」等が挙げられています。
また、その基準のために有事に大事にしたいのが

「子どものための PFA」、被災児の心理に配慮した
支援対応です。やるべき行動や支援の姿勢を知って

おくことになります。たとえば 4〜 6歳の子ども
の場合には「親や養育者から離れない、 睡眠や食事
生活における変化、 幼い行動に戻る、動きが少なく
なる、もしくは多動になる、 遊ばない、同じ遊びを
繰り返す、マジカル・シンキング」などの行動は異
常な事態に対する、子どもの正常の反応だとしるこ
とが必要とされています。この PFAのための研修
を保育者が受けて知っておくことや、園と地域の人
たちが防災で連携調整ができるような関係性を構築
していくことが、子どの権利を守ることにつながる
のではないでしょうか。

引用参考資料　セーブザチルドレン「子どもの声を聴き、権利を守
るために居場所の重要性と支援の連携」こども家庭庁基本政策委部
会第 14回資料
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こどもがまんなか 絵本ご恵贈の御礼

（一社）石川県私立幼稚園協会
理事長 荒井 徹成

拝啓 時下 益々ご清祥のこととお喜び申し上げます。

さてこの度は、令和 年能登半島地震の被災園に、絵本および本棚をお贈りいただき、心よ
りお礼申し上げます。

子どもたちは新しい絵本をさっそく手に取って目を輝かせながら楽しんでおり、本棚が園
生活の彩りとなっているとのことです。被災された子どもたちにとりましては、絵本に託さ
れた皆様からの温かいお気持ちが大きな心の支えになることと存じます。

能登地区はいまだ復旧作業の途上で、元の生活に戻るには幾年もかかることになろうかと
思われますが、子どもの成長は地域の希望の光であり、子どもたちがいただいた思いやりの
バトンは、いつかきっと どこかで誰かに、リレーされていくことなろうと信じております。

これからも加盟園一同手をとりあって、被災地域を盛り立てて、幼児教育の発展に
取り組んでまいります。

ここに書中をもって御礼申し上げます。 敬具

●令和 6 年能登半島地震

こどもがまんなか PROJECT 絵本ご恵贈の御礼
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絵本絵本とと本棚本棚、、ありがとうございました！ありがとうございました！

海の星幼稚園

学校法人羽咋幼稚園

和光幼稚園

羽咋白百合幼稚園
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　 全日本私立幼稚園連合会は、 12 月 10 日の団体長会 ・ 理事会合同会議において、 また、 （一財） 全日

本私立幼稚園幼児教育研究機構は、 11 月 11 日の理事会において、 下記のとおり 「子どもの豊かな育ちを

目指す共同宣言」 を採択するとともに、 「子どもの豊かな育ちを目指すパートナーシップ協定」 を締結いたし

ました。 今後両団体は、 ガバナンスを強化し独立した団体として活動しつつ、 互いに協力して事業を展開 ・

推進してゆくこととしております。 加盟園の皆様並びに都道府県団体長様 ・ 事務局様におかれましては、 さら

なるご指導 ・ ご協力を賜りますようお願い申し上げます。

全日本私立幼稚園連合会

　　　　　　　　　会　長　　　尾上　正史

（一財） 全日本私立幼稚園幼児教育研究機構

　　　　　　　　　理事長　　　安家　周一

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••
••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••
「子どもの豊かな育ちを目指す」共同宣言とパートナーシップ協定「子どもの豊かな育ちを目指す」共同宣言とパートナーシップ協定
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『知っていますか？生活の中の子どもの権利』改訂版
引続きお申込み頂けます！

私幼時報 9月号でお知らせいたしました、「知っていますか？生活の中の子どもの権利」改訂版
小冊子につきまして、加盟園の皆さまから多くのお申込みを頂きました。誠にありがとうございま
した。
当初の想定を超えてご注文を頂きましたおかげで、この度、冊子を増刷するはこびとなりました。
QRコード、もしくはURL より申し込み用紙（Excel）をご確認いただき、記載のメールアドレ
スへお申込みください。
注文に行き違いが無いよう、必ずメールでのお申込みをお願いいたします。

＜URL ＞　
https://zennichishiyouren.com/data/file.xlsx
� 【QRコード】

使っていますか？
幼稚園・こども園ジョブナビ

求人情報・イベント情報などが登録できます。
ぜひお役立てください！

＜URL ＞
https://youchien-recruit.kdg.jp/	 【QRコード】



園の近くにある畑で今年は従来の緑鮮やかな
ゴーヤといっしょに、薄緑色のつるりんとし
た新種ゴーヤが育っていました。いぼいぼの緑
ゴーヤは、苦みが強く子どもたちには手ごわい
野菜ですが、新種ゴーヤは苦みも少なく育てや
すくて「こっちの方がいいねぇ」と職員の評判
も上々。ところが猛暑の夏が終わるとその評価
は逆転しました。黄色く熟した実の中央で真っ
赤なゼリーをまとった甘い種を楽しめるのは、
いぼいぼゴーヤだけ。苦みが消え「デザートみ
たい」といぼいぼゴーヤの評価は爆上がりです。
秋の終い風が吹く頃には新種は退散。枯れ始め
た弦の先っぽでどこまでもしぶとく実をつけた
のはいぼいぼゴーヤでした。実が育つまではう
んと苦くて鳥に食べられないように。そして実
が熟れると突然種の周りが赤く甘くなるのは、
今こそ鳥の目を引き種ごと食べてもらうチャン
スだから。遠く運ばれたその先で赤いゼリーの
部分は種の栄養になります。ゴーヤにはゴーヤ
の考えがあります。生き残るための力がそれぞ
れに備わっています。
令和 6年から、山口県の私立幼稚園 118 園
の共同研究のテーマは『一人ひとりの「こども
がまんなか」をまもる質の高い幼児教育』です。
「こどもがまんなか」とは？そして、そのまんな
かをまもるとは？目新しさに翻弄されたり、「い
ま、ここで、すぐに」と性急に成果を追わず、
子ども本来の力を信じ、どこまでもその伸び行
く先を見つめたいと願います。すべての役目を
終え、来年のため根っこから引き抜かれた畑の
ゴーヤたちを見つめながら、私の知らないどこ
かへ飛ばされた、たくましい種たちの未来を想
います。

（（公財）山口県私立幼稚園協会、山口市・認定
こども園小野田めぐみ幼稚園／佐野太）

山口県からのおたより

ゴーヤのおはなし

秋田市のスーパーにクマが立てこもり全国
ニュースになった話題も冷めやらぬ師走 26日
早朝、何と筆者の園付近でクマ目撃情報がある
と警察から連絡がありました。防犯カメラを確
認したところ園の車庫を出入りする丸々太った
クマの姿が写っていました。その後、近くの自
動車板金工場に立てこもりましたが翌日捕獲さ
れ、ひとまずほっとしました。両地区共住宅街
で近くに深い森や山はありません。今年はブナ
の実も平年並で、なぜ冬眠をせずこんな時期に
こんな場所に現れるのか不思議でなりません。
スーパーに入ったクマが殺処分をされたことに
対し全国から可哀そうという苦情の電話が殺到
したそうです。秋田県知事が「クマをそっちに
送るから」など苦情電話に抗議をしていました。
知事の言い方は少し乱暴かもしれませんが的を
射ているのではと思います。是非、それぞれの
地域の実情に思いを馳せて欲しいと思います。
さて、秋田県私立幼稚園・認定こども園連合
会の 12月 1日現在の経営実態調査を取りまと
めています。今年度の連合会の会員は、私学助
成の幼稚園が 1、施設給付型の幼稚園が 10，幼
保連携型のこども園が 32，幼稚園型のこども
園が11、計54園です。昨年よりも3園の減です。
1園は廃園、2園は他団体に入ったようです。
園児数は 5,126 人で昨年に比べ 777 人の減で
す。50 園からの回答でした。クマは増えてい
ますが園児の減少に歯止めがかかりません。そ
の他教員給与や不足数、一種免許への上進希望
者数、給食代や預かり保育についてなどのたく
さんの質問事項を取りまとめていますが、クマ
の話題で字数が足りなくなりました。また機会
がありましたら、お知らせしたいと思います。

（秋田県私立幼稚園・認定こども園連合会、秋田
市・秋田太陽幼稚園・ベビー園／加藤敏）

秋田県からのおたより

アーバンベアーとの共存
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2025 年が始まったかと思いきや、早くも年度
末を迎えようとしています。先日はこの 3月に卒
園する園児達に向けての卒園文集メッセージを書
き終えました。
幼稚園やこども園では、行事や日程の大幅な変
更や見直しを除くと、活動の内容自体は類似性・
規則性があるものも多いかと思います。それでも、
3月に卒園児を送り出し、4月に新入園児を迎え、
新しい教職員の加入やクラス配置が変わると、同
じ行事や活動をしても園のダイナミクスが変化す

ることがあります。もちろん、その年度ごとの特
色があり、特別な苦労や喜びが毎年あるでしょう。
こども達にとって今しかない園生活、そして教職
員にとっても特別な思い入れと共にまた新年度が
訪れます。
新しい制度や仕組みづくりなど変革の中にあっ
て、子ども達の園生活を常に真ん中に据えて園運
営を進めていける施設でありたいと自分に言い聞
かせて年度末を迎えようとしています。
� （広報委員・山内淳）

編集後記編集後記

〒112-8512東京都文京区小石川 5-24-21
TEL　営業 03-3813-2141　編集 03-3813-3785

今後の主な会合予定
◎諸会議・大会等
【令和 7年】
3月	 5 日（水）	 団体長会・理事会合同会議	 東京・私学会館
4月	23 日（水）	 常任理事会	 東京・私学会館
5月	 8 日（木）	 団体長会・理事会合同会議	 東京・私学会館
5月	28 日（水）	 定時総会	 東京・私学会館

◎研修会等
【令和 7年】
2月	26 日（水）	 後継者育成研修会	 東京・私学会館
2月	28 日（金）	 政策担当者会議	 東京・私学会館

※会合の日程は変更になる場合がございます。予めご了承くださいますようお願い申し上げます。


